
（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

100 100

実績 50.09 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

果樹（新品種等）の新改植面積

アール
目標 100 100 100

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 265 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 5,711 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 5,976 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 5,976 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①果樹振興支援（新改 
植） 
②梨新品種等導入支援 
③柿ぶどう等新品種等 
導入支援 
④共同利用機械導入支 
援

①果樹振興支援（新改 
植） 
②梨新品種等導入支援 
③柿ぶどう等新品種等 
導入支援 
④共同利用機械導入支 
援

①果樹振興支援（新改 
植） 
②梨新品種等導入支援 
③柿ぶどう等新品種等 
導入支援 
④共同利用機械導入支 
援

①果樹振興支援（新改 
植） 
②梨新品種等導入支援 
③柿ぶどう等新品種等 
導入支援 
④共同利用機械導入支 
援

①果樹振興支援（新改 
植） 
②梨新品種等導入支援 
③柿ぶどう等新品種等 
導入支援 
④共同利用機械導入支 
援

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①補助：０件 
　（申請なし） 
②補助：２件 
③補助：４件 
④補助：１件

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

鳥取いなば農業協同組合又は生産組織、認定農業者若しくは果樹の担い手

意図
（どのような状態
にするために）

果樹生産の総合的な振興を図る

手段
（どうするのか）

苗木等購入経費等を支援

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 果樹振興対策事業費 予算事業コード 01-05-01-03-22-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 013700 重点施策 該当なし

事務事業名 果樹振興対策事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

予定していた事業内容を農家の生産計画に基づいて執行し完了した。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
新改植面積の増加と、各農家の栽培・生産計画に即した支援が出来たた
め。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
栽培計画の変更等があったため

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
【１０次総の施策体系】2104 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１４９（農０１２） 
【事業の概要】 
　果樹の生産拡大に必要な経費の支援を行うことで、果樹生産の総合的な振興を図ること 
を目的とする。 
（１）果樹振興対策事業（単市） 
　　　５ａ以上の新改植経費に対し10,000円/aを上限に補助（補助率1/2） 
　　　　対象：梨・柿・ぶどう・桃・ビワ（対象品種：新品種・振興品種以外） 
（２）鳥取梨生産振興事業 
　　　　梨の新品種（新甘泉、秋甘泉）及び県振興品種の導入とそれに伴う基盤整備等経 
　　　費の支援及び育成奨励。 
（３）鳥取柿ぶどう等生産振興事業 
　　　　柿の新品種（輝太郎）及び県振興品種の導入とそれに伴う基盤整備等経費の支援 
　　　及び育成奨励。 
（４）低コスト・体制強化事業 
　　　　機械の共同利用体制を整備し、廃園防止・産地維持に取組むための機械導入に係 
　　　る経費の支援　 
　　※（２）～（４）の補助率は導入品種により変動 
【事業の成果】 
（１）果樹振興対策事業（単市）：H28年度　0件　　 
（２）鳥取梨生産振興事業：H28年度　2件（新甘泉苗木、果樹棚、灌水、土壌改良材等） 
（３）鳥取柿ぶどう等生産振興事業：H28年度　4件（輝太郎・ぶどう苗木、果樹棚、防風 
　　　ネット等） 
（４）低コスト・体制強化事業：H28年度　1件（乗用モア） 
【今後の課題・方向性】 
　今後も継続して実施するが、事業内容の精度を高める必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
果樹（新品種等）の新改植面積

50%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値は平成２７年度実績。

ブロッコリー、アスパラガス、生姜の出荷量

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

50 50

実績 48 0 0 0 0

（指標の説明）
出荷量

ｔ
目標 45 50 50

14 0

実績 8 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

【KPI】推進品目総数

品目
目標 8 8 10

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 4,691 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 112 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 4,803 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 4,803 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①加工品生産投資支援 
②小規模生産者生産体 
制整備支援 
③地域特産品出荷支援 
④ブランド農産物開発 
宣伝支援 
⑤生産規模拡大支援 
⑥残留農薬検査投資支 
援

①加工品生産投資支援 
②小規模生産者生産体 
制整備支援 
③地域特産品出荷支援 
④生産規模拡大支援 

①加工品生産投資支援 
②小規模生産者生産体 
制整備支援 
③地域特産品出荷支援 
④生産規模拡大支援 

①加工品生産投資支援 
②小規模生産者生産体 
制整備支援 
③地域特産品出荷支援 
④生産規模拡大支援 

①加工品生産投資支援 
②小規模生産者生産体 
制整備支援 
③地域特産品出荷支援 
④生産規模拡大支援 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①補助：５件 
②補助：０件 
（申請なし） 
③補助：３品目 
④補助：０件 
（申請なし） 
⑤補助：４件 
⑥補助：１０キット

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

ブロッコリー、アスパラガス、生姜

意図
（どのような状態
にするために）

市場等への一定量の出荷を確保し、特産品化を図る。

手段
（どうするのか）

対象作物に対する出荷奨励を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 農産物生産振興対策等総合支援事業費 予算事業コード 01-05-01-03-31-30

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 013800 重点施策 しごとづくり

事務事業名 農産物生産振興対策等総合支援事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 ■ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

取組者の減少や一定の成果が上がった事業に関してはH28年度をもって廃止するなど、効率的な事業運用に努める。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画通りの進捗で各種事業が完了したため

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
計画通りの出荷量等で事業が完了したため

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
出荷量

107% 107%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
【１０次総の施策体系】2104 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５０（農０１３） 
【事業の概要】 
　特色ある農産物、地域・産地に適した農産物、加工品の生産拡大と産地育成を総合的に 
行うことで生産者等の生産意欲向上と本市の農業振興を図る。 
　○特産品生産等むらづくり支援事業　 
　集落等が取組む加工品生産に必要な機械、資材等の導入支援（補助率：2/3以内（補助 
　金上限30万円） 
　○地場野菜生産振興対策事業：小規模生産者が取り組む、地場野菜の生産体制の整備に 
要する経費への支援（補助率：1/2以内（補助金上限30万円) 
　○地域特産品振興対策事業：作付拡大しているブロッコリー、アスパラガス、生姜の出 
荷に対する支援(補助率：ブロッコリー65円/kg、アスパラガス110円/kg、生姜5円/kg） 
　○鳥取地域ブランド農産物育成支援事業：ブランド農産物に係る開発宣伝支援(補助率 
：1/2以内/補助金上限 開発宣伝7.5万円) 
　○野菜生産拡大支援事業：生産規模拡大に係る資材等の経費に対する支援（補助率：1/ 
3以内） 
　○直売所販売促進等支援事業：残留農薬検査に要する資材等の経費に対する支援（補助 
率：1/2以内） 
【事業の成果】 
　○特産品生産等むらづくり支援事業　Ｈ28実績　5件 
　○地場野菜生産振興対策事業　Ｈ28実績　0件 
　○地域特産品振興対策事業　Ｈ28実績ブロッコリー約21ｔ/アスパラ約17ｔ/生姜約9 
　○鳥取地域ブランド農産物育成支援事業　H28実績　0件 
　○野菜生産拡大支援事業　H28実績　4件 
　○直売所販売促進等支援事業　H28実績　10キット 
【今後の課題・方向性】鳥取地域ブランド農産物育成支援事業及び直売所販売促進等支援 
事業についてはH28年度をもって廃止。それ以外の事業は今後も継続して実施。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】推進品目総数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

営業活動により大手企業等と取引が成立した件数

販路開拓により飲食店等との新たな取引が成立した生産者の件数

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

5 5

実績 8 0 0 0 0

（指標の説明）
新規販路開拓（取引成立）件数

件
目標 5 5 5

1 1

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

【KPI】大手企業等とのマッチング件数

件
目標 1 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 6,492 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 6,492 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 6,492 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①農林水産物等のＰＲ 
活動 
②商談会の開催による 
新たな販路開拓 
③誘致企業、県外企業 
等の農業参入の促進と 
産地化への取り組み

①農林水産物等のＰＲ 
活動 
②商談会の開催による 
新たな販路開拓 
③誘致企業、県外企業 
等の農業参入の促進と 
産地化への取り組み 
④地域商社等の連携に 
よる販路開拓

①農林水産物等のＰＲ 
活動 
②商談会の開催による 
新たな販路開拓 
③誘致企業、県外企業 
等の農業参入の促進と 
産地化への取り組み 
④地域商社等の連携に 
よる販路開拓

①農林水産物等のＰＲ 
活動 
②商談会の開催による 
新たな販路開拓 
③誘致企業、県外企業 
等の農業参入の促進と 
産地化への取り組み 
④地域商社等の連携に 
よる販路開拓

①農林水産物等のＰＲ 
活動 
②商談会の開催による 
新たな販路開拓 
③誘致企業、県外企業 
等の農業参入の促進と 
産地化への取り組み 
④地域商社等の連携に 
よる販路開拓

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①大阪中之島でのグリ 
ーンマーケットの実施 
によるＰＲと販路開拓 
（48回/年）と大阪で 
のＰＲイベント開催（ 
2回） 
②関西圏のバイヤー等 
を鳥取市に招致しての 
商談会の実施 
③企業への営業活動

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

農産物、加工品等

意図
（どのような状態
にするために）

本市の農産物の販路開拓、拡大に繋げる。

手段
（どうするのか）

関東、関西圏において農産物等のＰＲ活動、市場ニーズや流通方法などの調査・検証を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 農産物販路拡大支援事業費 予算事業コード 01-05-01-03-35-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 013900 重点施策 しごとづくり

事務事業名 農産物販路拡大支援事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成25年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

誘致企業や県外企業等のニーズ把握に努め、有望品目の産地化を図るとともに、県外企業等の本市への農業参入を促進し、農業振興の底上
げを図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画的なＰＲ・営業活動を実施した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
本市の農林水産物等をＰＲする商談会の開催による取引が成立した。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
新規販路開拓（取引成立）件数

160% 160%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3074 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５１（農０１５） 
 
【事業の内容】 
　大手企業等とのマッチングによる有利販売の確立による農業所得の向上と産地育成を図 
る取組を行う。また、鳥取市産農林水産物のイメージアップと消費拡大・販路開拓に取組 
み、農林水産物のブランド化と産地育成を図る。 
・大手企業との農林水産物のマッチング（誘致企業や大手スーパー等） 
・企業等のニーズ調査と実需にあった産地化への取組 
・マルシェ（中之島ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙﾀﾜｰ）を基点とし、関西情報発信拠点と連携した販路開拓 
 
【事業の成果】　 
・大阪に本社を置く大手外食産業を営む社と取引成立（1件） 
・関西大手企業への農業参入等の営業活動の実施 
・マルシェ（大阪グリーンマーケット）の開催（48回/年） 
 
【今後の課題・方向性】 
　引き続き、ＰＲ・営業活動の実施による販路開拓を行うとともに、誘致企業や県外企業 
の本市への農業参入を促進し、産地化による農業振興を図る。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】大手企業等とのマッチング件数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1000 1000

実績 1162 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

ふるさと宅配便発送数

便
目標 1000 1000 1000

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 1,110 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,110 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,110 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①市報・ケーブルテレ 
ビ・市のＨＰ・新聞等 
で広報 
②ＤＭの送付 
③品目選定

①市報・ケーブルテレ 
ビ・ＨＰ・新聞等で広 
報 
②ＤＭの送付 
③品目選定 

　 　 　

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①市報（7,9,11,3月号 
）に掲載。パンフレッ 
トを作成し、市内の各 
店舗・公共施設等に設 
置。 
②過去6年間の申込み 
者全員にＤＭ送付。 
③品目の選定委員会を 
4月に開催し、選定基 
準に基づき選定。 

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

トットリ・アフトピア協会会員、むらづくり団体、加工グループ等

意図
（どのような状態
にするために）

　四季を通じて、鳥取の新鮮で安全安心な農林水産物及び加工品を届けることにより、 
鳥取市のＰＲとむらづくり運動の活性化につなげる。

手段
（どうするのか）

年間、1,000便以上の目標を揚げ、継続して実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 ふるさと村推進事業費補助金 予算事業コード 01-05-01-02-03-06

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 その他

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014000 重点施策 該当なし

事務事業名 ふるさと村推進支援事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 ■ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

■ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

特産品の生産販売促進のため、新商品の開発等事業の拡大を図っていく。
また、来年度から実施回数を見直し、年３回（８月、１０月、１２月）とする。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】農業振興課 農政係 0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１４４（農００２） 
 
【事業の概要】 
１　補助金名　ふるさと村推進支援事業 
２　目　　的　 
　　　　四季を通じて、鳥取の新鮮で安全安心な農林水産物及び加工品を届けることによ 
　　　り、販売拡大によりむらづくり運動の活性化を図る。 
　　　　９割以上を県外消費者に向けて発送しており、本市と本市産品のＰＲに寄与して 
　　　いる。また、若者の食生活を応援するため、季節ごとに地元でとれた美味しい農林 
　　　水産物を「ふるさと宅配便」として届ける。 
３　内　　容 
　　　①対 象 者　ふるさと宅配便申込者と受取人 
　　　②実施回数  年4回（8月、10月、12月、4月） 
　　　③宅配品目　鳥取市で生産される農林水産物及び加工品等 
　　　④料　　金　1便当たり5,000円（4便ごとに1,000円割引） 
 
【事業の成果】 
　＜ふるさと宅配便申込み数＞ 
　　Ｈ２６年度　　　1,005便 
　　Ｈ２７年度　　　1,150便 
　　Ｈ２８年度　　　1,162便 
 
【今後の課題・方向性】 
　　本市の農林水産物のＰＲと販売拡大を目指し、継続して実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
ふるさと宅配便発送数

116%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 115 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

肉用牛放牧頭数

頭
目標 100 100 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 1,887 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,887 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,887 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①放牧料助成 
②素牛導入助成 
③配合飼料購入価格差 
補填支援

①放牧料助成 
②素牛導入助成 
③配合飼料購入価格差 
補填支援

　 　 　

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①８農家 
②７農家 
③発動なし

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

肉用牛及び乳用牛

意図
（どのような状態
にするために）

牛を飼養している農家の経営力の強化を図る。

手段
（どうするのか）

放牧料や配合飼料購入費等に対する支援を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 畜産振興対策事業費 予算事業コード 01-05-01-04-06-14

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014100 重点施策 該当なし

事務事業名 畜産振興事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成19年度　～　平成29年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

一定の成果が出たこと、畜産農家の経営支援をするにあたり現状と事業内容の乖離が見られるため、Ｈ29年度をもって本事業を廃止する
が、今後もより一層の畜産振興を図るため、畜産農家の生産意欲が維持向上する支援は必要。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画的な放牧及び肥育素牛の導入が出来たため

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
若干ではあるが放牧頭数が目標値を上回ったため

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５３（農０２０） 
 
【事業の概要】 
　優良な牛を育てる農家に対し一部助成することにより畜産振興及び地域ブランド「因幡 
和牛」の知名度を上げ消費拡大を図る。 
　○肉用牛放牧奨励事業　　 
    　放牧料支援　補助率：市１／１０ 
　　　　公共放牧場に放牧される繁殖牛の放牧料の一部を助成。　 
　○肥育素牛安定導入対策事業　 
　　　補助率：市１／６ 
　　　ＪＡが肥育農家に肥育を目的として素牛を貸し付けた場合、導入から出荷までの利 
　　　息の一部を助成。 
　○肥育牛・乳用牛経営体質強化対策事業　 
　　　補助率：　市１／２０　 
　　　配合飼料の購入にあたり、当該年度の輸入原料平均価格と直近３ヶ年度の輸入原料 
　　　平均価格との差額を補填する。 
 
【事業の成果】 
　○肉用牛放牧奨励事業　Ｈ28実績　115頭（8農家）　補助額975千円　　 
　○肥育素牛安定導入対策事業　Ｈ28実績　出荷頭数237頭（7農家）　補助額913千円　 
　○肥育牛・乳用牛経営体質強化対策事業　Ｈ28実績　発動なし　 
 
【今後の課題・方向性】 
　Ｈ29年度をもって廃止

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
肉用牛放牧頭数

115%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

鳥取市におけるしいたけ生産量(乾換算)

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

28 30

実績 26 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

椎茸生産量

ｔ
目標 26 26 28

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 409 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 409 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 409 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①林産物振興対策事業 
補助金 
・椎茸菌種購入助成 
・販売促進事業助成 
・椎茸施設整備助成

①林産物振興対策事業 
補助金 
・椎茸菌種購入助成 
・販売促進事業助成 
・椎茸施設整備助成

①林産物振興対策事業 
補助金 
・椎茸菌種購入助成 
・販売促進事業助成 
・椎茸施設整備助成

①林産物振興対策事業 
補助金 
・椎茸菌種購入助成 
・販売促進事業助成 
・椎茸施設整備助成

①林産物振興対策事業 
補助金 
・椎茸菌種購入助成 
・販売促進事業助成 
・椎茸施設整備助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①林産物振興対策事業 
補助金の交付 
・椎茸菌種購入助成 
・販売促進事業助成 
・椎茸施設整備助成 
 
≪実績≫ 
　支援件数　３件

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

椎茸の生産者他

意図
（どのような状態
にするために）

椎茸産地として持続的な発展を目指す。

手段
（どうするのか）

椎茸の種菌購入やほだ木購入等に対する支援を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 林産物振興対策事業費 予算事業コード 01-05-02-02-29-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014200 重点施策 該当なし

事務事業名 林産物振興対策事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

「鳥取茸王」の生産振興とブランド化促進のため、継続して支援する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係 0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
 予算事業別概要目次：当初予算Ｐ１６４（農０４１） 
 
【事業の概要】  
林産物振興対策事業補助金 
１　椎茸の菌種購入の助成 
２　椎茸の販売促進に関する助成 
３　原木購入経費の助成 
４　施設整備に要する経費の助成 
　 
【事業の成果】  
平成26年度　393千円　支援件数4件 
平成27年度　740千円　支援件数6件 
平成28年度　410千円　支援件数3件 
 
【今後の課題・方向性】 
継続して支援する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
椎茸生産量

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

農地の集積率50%以上を目指した集落営農ビジョンの策定が要件となっている。

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1 1

実績 2 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

集落営農ビジョン数

件
目標 2 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 1,354 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 2,707 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 4,061 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 4,061 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①集落営農ビジョンの 
策定

①集落営農ビジョンの 
策定

①集落営農ビジョンの 
策定

①集落営農ビジョンの 
策定

①集落営農ビジョンの 
策定

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①集落営農ビジョン策 
定数　２ 
 
・中大路楽農舎の機械 
導入経費の一部助成 
　　　　1,796千円 
 
・岡益営農組合の機械 
導入経費の一部助成 
　　　　2,265千円

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

集落の水田面積の過半で経営等を行う計画を有する集落営農組織

意図
（どのような状態
にするために）

集落の農地を維持できる体制づくり

手段
（どうするのか）

組織が作成する計画(集落営農ビジョン)に沿った機械施設の整備等に要する経費を助成する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 集落営農体制強化支援事業補助金 予算事業コード 01-05-01-06-21-04

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014300 重点施策 該当なし

事務事業名 集落営農体制強化支援事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

耕作放棄地の増加に歯止めをかけ農地を維持していくために、これからの集落営農組織の継続と農地集積を進めるためには必要な事業であ
り継続する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】担い手支援係 0857-20-3238 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
  なし 
 
【事業の概要】 
　集落営農組織が農地集積を目標とした営農ビジョンを作成し、継続的な地域の水田農業 
維持するため、機械施設等の整備などを支援。  
　 
【事業の成果】  
　営農ビジョンには農地の集積率50%以上を目標としており、荒廃農地対策の一環でもあ 
り、地域農業を守る担い手として重要な役割を担っている。 
 
【今後の課題・方向性】 
　農業者の高齢化が進み非農家が増える中で、集落営農の機能が低下しないか。集落営農 
組織から法人化への転換が必要。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
集落営農ビジョン数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

他分野からの新規参入の法人数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1 1

実績 2 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

参入法人数

法人
目標 2 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 9,503 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 9,503 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 9,503 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①農業参入企業への設 
備投資費用の補助

①農業参入企業への設 
備投資費用の補助

①農業参入企業への設 
備投資費用の補助

①農業参入企業への設 
備投資費用の補助

①農業参入企業への設 
備投資費用の補助

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①農業参入企業への設 
備投資費用の補助 
（製造業会社の大豆栽 
培に係る作業用機械、 
土木工事業会社の水稲 
・野菜栽培に係る作業 
用機械の導入支援）

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

建設業等の他分野から新規参入し、農業経営の初期段階にある企業等

意図
（どのような状態
にするために）

参入時の負担を軽減し意欲的な企業等の新規参入を促進することにより担い手不足を解消するため

手段
（どうするのか）

農業用機械施設導入経費の助成

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 企業等農業参入促進支援事業費補助金 予算事業コード 01-05-01-06-21-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014400 重点施策 しごとづくり

事務事業名 企業等農業参入促進事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

継続して実施し、新しい担い手（企業）の農業参入を図ることにより、地域農業の振興に生かしていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室 担い手支援係 0857-20-3238 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５１（農０２５） 
 
【事業の概要】 
　建設業等の他分野から新規参入した企業等が農業振興に寄与することを目的とし、機械 
、施設の整備等を支援することによって意欲的な企業等の参入促進を図る。 
 
【事業の成果】 
　農業用機械施設整備を支援し、農業参入を促進した。 
　（実績） 
　　平成２６年度　　２，９９５千円　１社（農業用機械等） 
　　平成２７年度　　９，８５６千円　２社（野菜工場、農業用機械等） 
　　平成２８年度　　９，５０３千円　２社（農業用機械等） 
 
【今後の課題・方向性】 
　事業実施主体の経営の持続性を担保するためには、事業計画の妥当性等を十分に確認す 
る必要がある。 
　担い手不足を解消するため、企業の新規参入を促進していく。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
参入法人数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

当該年度に新規に就農舎に入る研修生数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

2 2

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

研修生の確保数

人
目標 2 2 2

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 13,311 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 1,338 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 14,649 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 14,649 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①とっとりふるさと就 
農舎の研修生確保 
 
※就農意欲の高い若者 
を呼び込みそれらに対 
して研修期間中生活支 
援を行うことで、その 
定着を図り新規就農者 
へと育成する。

①とっとりふるさと就 
農舎の研修生確保 
　 
　計画：２名

①とっとりふるさと就 
農舎の研修生確保 
　 
　計画：２名

①とっとりふるさと就 
農舎の研修生確保 
　 
　計画：２名

①とっとりふるさと就 
農舎の研修生確保 
　 
　計画：２名

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①とっとりふるさと就 
農舎の研修生確保 
・とっとり農業体験 
　　　　　　２名 
・アドバイザー設置 
　　　　　　４名　　 
・就農準備金支給 
　　　　　　２名 
・住宅修繕助成 
　　　　　　２名　他

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

とっとりふるさと就農舎および研修生

意図
（どのような状態
にするために）

とっとりふるさと就農舎の研修生を安定的に確保し新規就農者への移行を推進するため

手段
（どうするのか）

施設の指定管理委託や研修生の生活支援等を行う

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 新規就農推進事業費 予算事業コード 01-05-01-02-10-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014500 重点施策 しごとづくり

事務事業名 新規就農推進事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

研修生の確保とその育成は、本市の農業後継者及び移住定住者の確保に有効な手段であり今後も継続していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
とっとりふるさと就農舎の研修体系見直しのために研修生受け入れ休止期
間を設けたため。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】担い手支援係 0857-20-3239 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ１４０（農００４） 
 
【事業の概要】 
　農業者等の高齢化、減少等の問題に対応するため、県内外から就農意欲の高い若者を呼 
び込み、新規就農者の育成確保や円滑な就農定住を促進するための支援を行う。 
　また、農業後継者について、仕事を辞めて親の経営に参画しても収入増が見込めない初 
期段階に経済的支援を行う。 
 
【事業の成果】 
　①とっとりふるさと就農舎指定管理料　　　　　　　　　　　　　　５，９９０千円 
　②とっとり農業体験事業　　　　　　　研修生２名（受入先１名）　２，３５２千円 
　③就農相談員設置事業　　　　　　　　１名　　　　　　　　　　　２，２３６千円 
　④就農アドバイザー設置事業　　　　　４名　　　　　　　　　　　１，２００千円 
　⑤就農準備金支給事業　　　　　　　　２名　　　　　　　　　　　　　４００千円 
　⑥住宅修繕助成事業　　　　　　　　　２名　　　　　　　　　　　　　５２８千円 
　⑦親元就農促進支援事業　　　　　　　２名　　　　　　　　　　　１，６００千円　 
　＜実績＞ 
　平成２６年度　２４，９３２千円 
　平成２７年度　１４，１９３千円 
　平成２８年度　１４，６４８千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　昨年度は研修方針見直しのため研修生の確保が計画どおりにできなかった。今後更なる 
研修生の確保のため、生活支援の内容について充実していく必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
研修生の確保数

50%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

年度中に青年等就農計画の認定を受けた者の数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

2 2

実績 3 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

新規就農者

人
目標 2 2 2

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 5,562 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 43,688 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 49,250 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 49,250 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①新規就農者の確保 
 
※新規就農者確保のた 
め、経営が不安定な就 
農初期に、給付金、農 
地賃借料助成、住居家 
賃助成などの支援を行 
う。 

①新規就農者の確保 
 
※新規就農者確保のた 
め、経営が不安定な就 
農初期に、給付金、農 
地賃借料助成、住居家 
賃助成などの支援を行 
う。 

①新規就農者の確保 
 
※新規就農者確保のた 
め、経営が不安定な就 
農初期に、給付金、農 
地賃借料助成、住居家 
賃助成などの支援を行 
う。 

①新規就農者の確保 
 
※新規就農者確保のた 
め、経営が不安定な就 
農初期に、給付金、農 
地賃借料助成、住居家 
賃助成などの支援を行 
う。 

①新規就農者の確保 
 
※新規就農者確保のた 
め、経営が不安定な就 
農初期に、給付金、農 
地賃借料助成、住居家 
賃助成などの支援を行 
う。 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①新規就農者の確保 
・青年就農給付金 
　　　　　２５人 
・就農応援交付金 
　　　　　１人 
・農地賃借料助成 
　　　　　２０人 
・住居家賃助成 
　　　　　６人

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

認定新規就農者

意図
（どのような状態
にするために）

青年者の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため

手段
（どうするのか）

就農初期の運転資金、生活費等に活用できる給付金の給付等を行う

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 新規就農営農支援事業費 予算事業コード 01-05-01-02-10-09

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014600 重点施策 しごとづくり

事務事業名 新規就農営農支援事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

新規就農者対策は、本市の農業後継者及び移住定住者の確保に有効な手段であり今後も継続していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】担い手支援係 0857-20-3239 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１４１（農００５） 
 
【事業の概要】 
　新規就農者の定着を図るため、経営が不安定な就農初期の支援策として給付金の給付や 
就農時の負担軽減のための農地賃借料助成、住居家賃助成による支援を行う。 
 
【事業の成果】 
　①青年就農給付金等補助金　　２５人他　　３７，０３２千円　　　　 
　②就農応援交付金　　　　　　　１人　　　　　　７００千円 
　③農地賃借料助成事業　　　　２０人　　　　１，６７１千円 
　④住居家賃助成事業　　　　　　６人　　　　１，２６０千円 
　＜実績＞ 
　平成２６年度決算　５６，９５８千円　 
　平成２７年度決算　２３，５２８千円 
　平成２８年度決算　４９，２５０千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　就農時の負担を軽減し、経営の安定と農業への定着を図るため、事業の内容を見直しつ 
つ継続して支援していく必要がある。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
新規就農者

150%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

集落において話し合いを進め、人・農地プランに計画を挙げた集落数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

14 14

実績 11 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

人・農地プラン作成集落

集落
目標 14 14 14

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 9,055 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 31,791 0 0 0

その他 2,945 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 43,791 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 43,791 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

人・農地プランの中心 
経営体への農地集積・ 
集約化を図る 
 
①農地集積 
②人・農地プランの更 
新に係る地元検討会の 
実施（14地域） 
③地域への担い手の掘 
り起し

人・農地プランの中心 
経営体への農地集積・ 
集約化を図る 
 
①農地集積 
②人・農地プランの更 
新に係る地元検討会の 
実施（14地域） 
③地域への担い手の掘 
り起し

人・農地プランの中心 
経営体への農地集積・ 
集約化を図る 
 
①農地集積 
②人・農地プランの更 
新に係る地元検討会の 
実施（14地域） 
③地域への担い手の掘 
り起し

人・農地プランの中心 
経営体への農地集積・ 
集約化を図る 
 
①農地集積 
②人・農地プランの更 
新に係る地元検討会の 
実施（14地域） 
③地域への担い手の掘 
り起し

人・農地プランの中心 
経営体への農地集積・ 
集約化を図る 
 
①農地集積 
②人・農地プランの更 
新に係る地元検討会の 
実施（14地域） 
③地域への担い手の掘 
り起し内

容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①農地の集積面積　　 
　56ha 
②人・農地プランの地 
元検討会開催 
　11地域 
③地域への担い手数 
　142名 
　137集落

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

地域の担い手、農業者等

意図
（どのような状態
にするために）

持続可能な力強い農業を実現するため、地域・集落が抱える人と農地の問題解決を図る。

手段
（どうするのか）

地域において話し合いを進め、地域農業の中心となる担い手や担い手に集積すべき農地などを定めた、人・農地 
プランを作成する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 農地集積等対策事業費 予算事業コード 01-05-01-06-01-06

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014700 重点施策 まちづくり

事務事業名 農地集積等対策事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

高齢化、後継者不足により担い手への農地集積が重要課題となっており、引き続き事業を推進する必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】担い手支援係 0857-20-3238 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
　当初予算・Ｐ２２９（農　　　） 
  
【事業の概要】  
　(1)農地集積・集約化対策事業 
　　　農地中間管理機構への農地の貸付等、担い手への転貸を行い、農地の利用集積を図 
　　る。　補助対象者等:個人農業者及び法人　　　 
　(2)人・農地問題加速化支援事業 
　　　人・農地プランの作成・更新に係る人件費、事務費　　　 
　(3)農地中間管理推進事業費 
　　　農地の貸付、借受に係る利用権設定等書類作成事務処理(人件費、事務費) 
　(4)農地情報更新等業務委託費 
　　　農地情報図の閲覧及び情報更新に係る経費 
　(5)農地流動化推進事業 
　　　認定農業者の農地規模拡大に対する助成金 
　(6)農業経営力向上支援事業 
　　　地域の中心となる経営体の育成・確保のために農業経営の法人化の取組を支援 
　　　　集落営農の組織化：定額２０万円　　　法人化：定額４０万円 
　 
【事業の成果】  
　（1）農地集積・集約化対策事業((3）農地中間管理推進事業) 
　　　　集積面積　５６ｈａ 
　（2）人・農地問題加速化支援事業   プランの更新　１１地域　　　 
　 (5)農地流動化推進事業　対象面積　133ha  
　（6）農業経営力向上支援事業　　　１法人 
【今後の課題・方向性】

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
人・農地プラン作成集落

79%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 100 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

農地の一斉現地調査の結果を受け、遊休農地の所
有者に対する利用意向状況調査の達成率 ％

目標 100 0 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 407 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 407 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 407 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①市内全ての農地の利 
用状況調査を実施 
②調査結果を基に遊休 
農地の所有者等に対し 
て利用意向調査を実施 
③農業委員等の資質向 
上を図るため各種研修 
会に参加

①市内全ての農地の利 
用状況調査を実施 
②調査結果を基に遊休 
農地の所有者等に対し 
て利用意向調査を実施 
③農業委員等の資質向 
上を図るため各種研修 
会に参加

①市内全ての農地の利 
用状況調査を実施 
②調査結果を基に遊休 
農地の所有者等に対し 
て利用意向調査を実施 
③農業委員等の資質向 
上を図るため各種研修 
会に参加

①市内全ての農地の利 
用状況調査を実施 
②調査結果を基に遊休 
農地の所有者等に対し 
て利用意向調査を実施 
③農業委員等の資質向 
上を図るため各種研修 
会に参加

①市内全ての農地の利 
用状況調査を実施 
②調査結果を基に遊休 
農地の所有者等に対し 
て利用意向調査を実施 
③農業委員等の資質向 
上を図るため各種研修 
会に参加

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①実施委員数45人、管 
内農地8,654ha 
②305件（うち所有者 
数252人）面積32ha 
③平成28年10月西日本 
ブロック農業委員会職 
員現地研究会、平成28 
年12月全国農業委員会 
会長代表者集会

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

遊休農地等 

意図
（どのような状態
にするために）

農地の生産性を高め、競争力を強化していくために遊休農地を解消するとともに担い手への農地集積・集約化を 
促進する。

手段
（どうするのか）

・年２回市内全ての農地の一斉現地調査を行う。 
・現地調査の結果、遊休農地とされた農地の所有者等に利用意向調査を行う。 
・農業委員等の資質向上を図ることを目的に各種研修へ参加。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 機構集積支援事業費 予算事業コード 01-05-01-01-04-06

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(義務)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014800 重点施策 該当なし

事務事業名 機構集積支援事業 所属名 農業委員会事務局　農業委員会事務局

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成26年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

かけがえのない農地を保全し、地域農業を振興していくためには遊休農地の発生を防止・解消し担い手農家の方へ利用集積・集約化を図っ
ていく取り組みが必要である。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】農地係 0857-20-3392 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ233　（各種011） 
 
【事業の経過及び背景】 
　農地の生産性を高め、競争力を強化していくためには担い手への農地集積・集約化を加 
速し、生産コストを削減していく必要があることから、農地の中間的受け皿となる農地中 
間管理機構が平成26年度に設立され、農地の集積・集約化に取り組むこととされた。 
 
【事業の実績】 
　・市内全ての農地の一斉現地調査を行った。 
　・現地調査の結果、遊休農地とされた農地の所有者等に利用意向調査を行った。 
　　　利用意向調査の実績 
　　　　平成26年度　392件、面積59.4ha 
　　　　平成27年度　627件、面積64.4ha 
　　　　平成28年度　305件、面積32.0ha 
　・農業委員等の資質向上を図るため各種研修へ参加 
　　　西日本ブロック農業委員会職員現地研修会（平成28年10月） 
　　　全国農業委員会会長代表者集会（平成28年12月） 
 
【今後の課題・方向性】 
　農業従事者の高齢化や農業の担い手不足により遊休農地が拡大する中、担い手への農地 
の集積・集約化を促進して農地を保全するとともに、遊休農地の解消を図るものであるこ 
とから継続して取り組む必要がある。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
農地の一斉現地調査の結果を受け、遊休農地の所有者に対する利用意
向状況調査の達成率 100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

林業労働者の共済加入者総数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

220 220

実績 218 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

加入者数

人
目標 218 220 220

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 1,253 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,253 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,253 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①林業労働者年金掛金 
助成事業に要する経費 
を助成

①林業労働者年金掛金 
助成事業に要する経費 
を助成

①林業労働者年金掛金 
助成事業に要する経費 
を助成

①林業労働者年金掛金 
助成事業に要する経費 
を助成

①林業労働者年金掛金 
助成事業に要する経費 
を助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①林業労働者年金掛金 
助成事業に要する経費 
を助成 
 
≪平成28年度実績≫ 
　1,253千円

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

林業労働者、林業事業体

意図
（どのような状態
にするために）

林業労働者の福祉向上と労働条件の改善を図り、森林整備の担い手である林業労働者を育成、確保する。 

手段
（どうするのか）

（財）鳥取県林業担い手育成財団が実施する林業労働者年金掛金助成事業（林業労働者の共済年金掛金の一部助 
成）に要する経費を助成する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 林業労働者福祉向上推進事業費補助金 予算事業コード 01-05-02-01-10-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 その他

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014901 重点施策 しごとづくり

事務事業名 林業担い手育成事業（福祉向上） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

林業労働者の福祉向上と労働条件の改善を図り林業の発展に資するため、引き続き県と同調し助成を行っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係 0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５９（農０３１） 
 
【事業の概要】 
　森林整備の担い手である林業労働者を育成確保するため（財）鳥取県林業担い手育成財 
団が実施する林業労働者年金掛金助成事業（林業労働者の共済年金掛金の一部助成）に要 
する経費を助成する。 
　事業主体　（財）鳥取県林業担い手育成財団 
　負担区分　　　市町村　　　４／１０ 
　　　　　　　（県　　　　　４／１０） 
　　　　　　　（林業団体等　２／１０） 
 
【事業の成果】 
　　平成26年度　1,257千円 
　　平成27年度　1,254千円 
　　平成28年度　1,253千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　継続して実施 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
加入者数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

林業担い手新規雇用者(雇用開始から5年目まで)人数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

30 30

実績 29 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

助成者人数

人
目標 30 30 30

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 2,667 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 2,666 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 5,333 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 5,333 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①健康保険、厚生年金 
（農林年金）の事業主 
負担に対する経費の一 
部を助成

①健康保険、厚生年金 
（農林年金）の事業主 
負担に対する経費の一 
部を助成

①健康保険、厚生年金 
（農林年金）の事業主 
負担に対する経費の一 
部を助成

①健康保険、厚生年金 
（農林年金）の事業主 
負担に対する経費の一 
部を助成

①健康保険、厚生年金 
（農林年金）の事業主 
負担に対する経費の一 
部を助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①健康保険、厚生年金 
（農林年金）の事業主 
負担に対する経費の一 
部を助成 
 
≪平成28年度実績≫ 
　2,667千円

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

林業労働者、林業事業体 

意図
（どのような状態
にするために）

林業事業体が雇用する林業労働者の雇用条件の改善に努め、林業の担い手育成を促進する。 

手段
（どうするのか）

市内在住の林業労働者に係る健康保険、厚生年金（農林年金）の事業主負担に対し経費の一部を助成する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 林業労働者雇用条件改善事業費補助金 予算事業コード 01-05-02-01-16-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 014902 重点施策 しごとづくり

事務事業名 林業担い手育成事業（雇用条件改善） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

林業労働者の高齢化による担い手不足の解消のため、今後も県と同調しながら担い手育成に対する支援を行っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係 0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５９（農０３２） 
 
【事業の概要】　　　 
　林業事業体が雇用する林業労働者の雇用条件の改善に努め、担い手育成を促進するため 
、雇用開始から５年目までの市内在住の林業労働者に係る健康保険、厚生年金（農林年金 
）の事業主負担に対し経費の一部を助成する。 
　　　補助率　　県：１／４、市：１／４　（事業主体：１／２） 
 
【事業の成果】 
　健康保険、厚生年金の事業主負担に係る補助を行い、担い手育成の促進に寄与した。 
　　　平成26年度　　2,442千円　 27人 
　　　平成27年度　　2,752千円　 29人 
　　　平成28年度　　2,667千円 　29人 
 
【今後の課題・方向性】 
　継続して実施

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
助成者人数

97%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

稚貝放流量

稚魚放流量

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

20 20

実績 22 0 0 0 0

（指標の説明）
稚魚放流量

千尾
目標 20 20 20

50 50

実績 44.9 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

稚貝放流量

千個
目標 50 50 50

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 978 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 978 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 978 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①稚貝等放流 ①稚貝等放流 ①稚貝等放流 ①稚貝等放流 ①稚貝等放流

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①稚貝等放流 
　アワビ 　25,001個 
　サザエ　 19,500個 
　イワガキ 　 350個 
　キジハタ 21,965尾

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

稚貝等放流を実施する鳥取県漁業協同組合

意図
（どのような状態
にするために）

稚貝等を放流することにより水産資源の維持増殖を図り水産業の発展に寄与する。

手段
（どうするのか）

稚貝等放流を実施する鳥取県漁業協同組合に対して稚貝等購入経費を支援する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 栽培漁業推進支援事業費 予算事業コード 01-05-03-02-22-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015000 重点施策 該当なし

事務事業名 栽培漁業推進支援事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

水産資源維持増殖・漁業振興のため、県と連携し事業を継続する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
稚貝生産者の生産量の減少に伴うもの

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
稚魚放流量

110% 110%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６８（農０５０） 
 
【事業の概要】 
　水産資源の維持増殖のため鳥取県漁協が行う種貝等放流事業へ県と連携して助成　 
 
【事業の成果】 
１．水産資源の維持増殖等を図るため、稚貝等放流事業へ支援を実施 
２．過去の推移　　　事業費　　　　　市　　　　　漁協　　　　　県 
　平成２６年度　３，３９６千円　８１０千円　８１０千円　１，７７６千円 
　平成２７年度　１，５７６千円　５１４千円　５１４千円　　　５４８千円 
　平成２８年度　４，６４１千円　９７８千円　９９２千円　２，６７１千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　水産資源維持増殖のために寄与していると考えられるが、数値で把握する方法が必要と 
考えられる。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
稚貝放流量

90%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

本事業を活用して、農業振興に資した農家（団体）の件数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

2 2

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

6次産業化取り組み農家件数

件
目標 2 2 2

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 3,500 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 10,500 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 14,000 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 14,000 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①6次産業化に取組農 
家への計画作成等の支 
援 
②もうかる6次化・農 
商工連携支援事業によ 
る農家支援

①6次産業化に取組農 
家への計画作成等の支 
援 
②もうかる6次化・農 
商工連携支援事業によ 
る農家支援 
③6次産業化ネットワ 
ークシステムの構築

①6次産業化に取組農 
家への計画作成等の支 
援 
②もうかる6次化・農 
商工連携支援事業によ 
る農家支援 
③6次産業化ネットワ 
ークシステムの活用に 
よるマッチングの促進

①6次産業化に取組農 
家への計画作成等の支 
援 
②もうかる6次化・農 
商工連携支援事業によ 
る農家支援 
③6次産業化ネットワ 
ークシステムの活用に 
よるマッチングの促進

①6次産業化に取組農 
家への計画作成等の支 
援 
②もうかる6次化・農 
商工連携支援事業によ 
る農家支援 
③6次産業化ネットワ 
ークシステムの活用に 
よるマッチングの促進

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①6次産業化に取組農 
家への計画作成等の支 
援の実施（4件） 
②もうかる6次化・農 
商工連携支援事業によ 
る農家支援（1件）

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

農林漁業者、法人、任意組織、農漁協、食品加工業者等

意図
（どのような状態
にするために）

元気な農業者を育成し、農林水産業の振興、経済活性化を図る

手段
（どうするのか）

6次産業化や農商工連携による取り組みに対し助成する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 もうかる６次化・農商工連携支援事業 予算事業コード 01-05-01-03-45-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 その他

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015101 重点施策 しごとづくり

事務事業名 とっとり発！６次産業化総合支援事業（農業振興課） 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

　農家の所得アップに有効な6次産業化を進めるため、県・金融機関・商工団体等と連携した農家等の支援を行っていく。また、平成29年
度に構築する6次産業化ネットワークシステム（6次化バンク）の活用によるマッチングによる6次産業化の推進を図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
6次産業化に取り組む農家の事業計画等の作成の支援を行った。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
農家の自己資金確保の調整等が難航したことにより事業実施が延期となり、
目標を下回った。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５２（農０１８） 
 
【事業の概要】 
　農林漁業者自らが加工・製造、流通・販売までを主体的に取り組む6次産業化や、農林 
水産業と商業・工業などが連携して商品製造等に取り組む農商工連携を推進することによ 
り、農林漁業者の所得向上と地域経済の活性化を図ることを目的とし、事業実施主体の作 
成した「プラン」を実現するために必要な事業（ハード、ソフト事業）に対し助成する。 
　　補助率　1/2（内訳：県1/3　市1/6） 
　　　　　　※新規雇用等条件を満たせば嵩上げ補助（県1/3→県1/2） 
 
【事業の成果】 
　国府　1件　醸造所整備　14,000,000円 
　（県費1/2：10,500千円、市費1/6：3,500千円） 
 
【今後の課題・方向性】 
　農家の所得アップに有効な6次産業化を進めるため、県・金融機関・商工団体等と連携 
した農家等の支援を行っていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
6次産業化取り組み農家件数

50%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

水産業に伴う６次化事業件数（累計）

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1 1

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

６次化事業件数

件
目標 1 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 22 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 44 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 66 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 66 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①６次化事業の支援 ①新規事業者の創出 ①新規事業者の創出 ①新規事業者の創出 ①新規事業者の創出

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①販売促進活動、機器 
整備に係る支援

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

６次産業化や農商工連携による取り組みについて意欲のある漁業者や連携する食品加工業者

意図
（どのような状態
にするために）

６次産業化や農商工連携を発展させることにより、新しい事業展開や流通改革を実現し、本市水産業の振興を図 
る。

手段
（どうするのか）

６次産業化や農商工連携に係る推進活動及び生産体制を含めた施設・機械の整備に対して支援する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 もうかる６次化・農商工連携支援事業 予算事業コード 01-05-03-02-32-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(義務)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015102 重点施策 しごとづくり

事務事業名 とっとり発！６次産業化総合支援事業（林務水産課） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

水産物の付加価値を高め、漁業者の所得向上や雇用確保につながる重要な取り組みであり、継続する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
　　　　　　　　　　　　 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６９（農０５２） 
 
【事業の概要】 
　６次産業化に取組む漁業者等が実施する加工施設の整備や商品開発及び販路拡大活動に 
対し、県と連携し支援を行う。 
 
【事業の成果】 
１．赤いか加工品の販路開拓活動や機器整備に係る支援により、沿岸漁業の活性化に寄与 
　した。　   
２．過去の推移　　　　　事業費　　　実施件数 
　　平成２６年度　 ２，６４７千円　　　１件 
    平成２７年度　 　　１７１千円　　　１件 
    平成２８年度　   　　６６千円　　　１件 
 
【今後の課題・方向性】 
　漁獲物の付加価値を高め所得向上につながる可能性のある取組であるが、取組に前向き 
なグループ等が少ないため、この機運の醸成が必要。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
６次化事業件数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

漁業研修人数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

3 3

実績 7 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

研修人数

人
目標 3 3 3

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 960 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 7,154 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 8,114 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,114 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①研修事業実施 ①研修事業実施 ①研修事業実施 ①研修事業実施 ①研修事業実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①研修事業 
　雇用型　６名 
　独立型　１名

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

新規就業に要する漁業技術や経営方法等の習得のため漁業研修事業を実施する漁業協同組合等

意図
（どのような状態
にするために）

漁業就業者の減少と高齢化の進行による漁業の衰退を防ぐため、若年層の漁業への新規参入を促進し、漁業振興 
を図る。

手段
（どうするのか）

漁業研修に要する経費を支援する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 漁業研修事業費 予算事業コード 01-05-03-02-33-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(義務)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015200 重点施策 該当なし

事務事業名 漁業担い手育成事業（漁業研修） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

新規就業者の円滑な確保のため、広報活動が必要。
水産振興のため、県と連携し事業を継続する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１７０～１７１（農０５４～０５５） 
 
【事業の概要】 
　新規に漁業就業に際し漁業技術や経営方法の習得を目的として、漁業組合等が行う研修 
事業に要する経費へ県と連携して支援する。 
 
【事業の成果】 
１．就業希望者に漁業技術等の研修に対し支援を実施。 
２．過去の推移　　　事業費　　　　　研修人数 
　平成２６年度　２２，９３２千円　　１４人 
　平成２７年度　　４，３２６千円　　　６人 
　平成２８年度　　８，１１４千円　　　７人 
 
【今後の課題・方向性】  
　新規就業者の円滑な確保、漁業者の継続従事を図るため、漁業構造の改善により所得向 
上等を行う必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
研修人数

233%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

魚類放流量

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

30 30

実績 30 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

放流量

ｋｇ
目標 50 30 30

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 232 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 232 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 232 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①稚魚放流等 ①稚魚放流等 ①稚魚放流等 ①稚魚放流等 ①稚魚放流等

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①稚魚放流等 
アマサギ卵　500万粒 
ウナギ稚魚　30kg

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

湖山池漁業協同組合

意図
（どのような状態
にするために）

内水面漁業における魚種苗放流事業等を行い水産資源を維持増殖し本市水産業の振興を図るとともにレクレーシ 
ョン機会の増大に寄与する。

手段
（どうするのか）

内水面漁業協同組合が実施する魚種苗放流事業の費用や組合の活動の支援を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 漁業振興対策事業費補助金 予算事業コード 01-05-03-02-33-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015300 重点施策 該当なし

事務事業名 漁業振興対策事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

湖山池における水産業振興及び市民レクリエーション機会増大のため事業を継続する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
年度当初に目標としていた放流量を下回ったが、これはシジミ資源量の増
加により放流量を見直したため。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１７０（農０５３） 
 
【事業の概要】 
　水産資源維持増殖等を図るため、湖山池漁協が行うウナギ等の稚魚放流に要する経費へ 
の支援。 
 
【事業の成果】 
１．稚魚放流に要する経費を支援することにより、水産資源の維持増殖及び市民のレクリ 
エーション機会の増大に寄与した。 
２．過去の推移　　　事業費　  ウナギ放流　シジミ放流　アマサギ放流 
　平成２６年度　　1,112千円　　　30kg　　　 200kg　　　1,000万粒 
　平成２７年度　　　439千円　　　30kg　　　 262kg　　　200万粒 
　平成２８年度　　　232千円　　　30kg　　　 　0kg　　　500万粒 
 
【今後の課題・方向性】  
　稚魚放流に対する効率的な評価手法の検討を要する。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
放流量

60%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

ため池整備を実施し、整備完了となったため池数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

整備済ため池数

箇所
目標 1 0 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 300 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 400 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 3,200 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 3,200 0 0 0 0

0

地方債 2,500 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①ため池改修 
　1箇所 
②ハザードマップ作成

①用地買収、補償 
　1式

①ため池改修 
　1箇所

　 　

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①ため池改修 
　1箇所 
②ハザードマップ作成

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

農業用ため池

意図
（どのような状態
にするために）

老朽化の進む農業用ため池の改修整備を行い、農業者の減少・高齢化等により支障を来している日常の維持管理 
の省力化を図るとともに、万が一の決壊を回避し、地域住民の安心・安全な生活環境確保と農地、農業用施設等 
の被害を未然に防ぐ。

手段
（どうするのか）

県営事業、団体営事業により、農業用ため池の漏水、堤体浸食、取水施設等の老朽箇所等の調査、設計、改修工 
事等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 山上・水根地区地域ため池総合整備事業費 予算事業コード 01-05-01-05-04-22

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

地域ため池総合整備事業実施
要綱等

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015401 重点施策 該当なし

事務事業名 ため池総合整備事業（山上・水根地区） 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成23年度　～　平成30年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

ため池の決壊による人命、財産、農地等の被害を未然に防ぐ為、引き続きな整備を進める。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　今年度予定していた、ため池の整備が完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　改修が必要なため池の整備が完了し、ため池の機能回復が図れた。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244  
【１０次総の施策体系】2104  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１７６（農０６５）  
【事業の概要】  
　河原町山上及び水根に所在する5箇所のため池に対する総合整備計画を策定したが、こ 
のうち要改修と判断された2ため池を改修する。要改修と判断された馬場堤（山上地区） 
及び湯坂谷池（水根地区）は、取水施設の老朽化が著しく取水管理が困難になっており、 
馬場堤にあっては相当量の漏水、湯坂谷池については漏水に起因した堤体陥没が発生して 
おり、早急な改善措置を行う必要がある。  
  山上・水根地区地域ため池総合整備事業  
・実施主体　　鳥取県 
・事業年度　　平成24年度～平成30年度  
・事業箇所　　河原町山上地区：馬場堤　　河原町水根地区：湯坂谷池  
・総事業費　　176,000千円  
・負担区分　　国55％　県29％　市14％（起債充当率90％）地元2％  
・事業内容　　ため池改修2箇所  
・受益戸数　　74戸（馬場堤：73戸、湯坂谷池31戸）  
・受益面積　　16ha（馬場堤：15ha、湯坂谷池：7ha)  
＜平成28年度＞  
・事業費　　　20,000千円  
・事業内容　　湯坂谷池工事用道路、ハザードマップ作成  
【事業の成果】 　平成25年度　1,951千円（市・地元負担金） 　平成26年度　3,280千円 
（　〃　）　平成27年度　　800千円（　〃　）　平成28年度　3,200千円（　〃　）  
【今後の課題・方向性】 万が一、ため池が決壊した場合、下流の農地、農業用施設、民 
家等の被災が想定されるため、ハザードマップの活用等により有事の備えが必要となる。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
整備済ため池数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

整備済ため池数

箇所
目標 1 0 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 752 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 979 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 7,831 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 7,831 0 0 0 0

0

地方債 6,100 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①ため池整備 
　１箇所 
②ハザードマップ作成

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①ため池整備 
　１箇所 
②ハザードマップ作成

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

対象
（何を、誰を）

農業用ため池

意図
（どのような状態
にするために）

老朽化の進む農業用ため池の改修整備を行い、農業者の減少・高齢化等により支障を来している日常の維持管理 
の省力化を図るとともに、万が一の決壊を回避し、地域住民の安心・安全な生活環境確保と農地、農業用施設等 
の被害を未然に防ぐ。

手段
（どうするのか）

県営事業、団体営事業により、農業用ため池の漏水、堤体浸食、取水施設等の老朽箇所等の調査、設計、改修工 
事等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 河原町三谷地区地域ため池総合整備事業費 予算事業コード 01-05-01-05-04-25

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

地域ため池総合整備事業実施
要綱等

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015402 重点施策 該当なし

事務事業名 ため池総合整備事業（河原町三谷地区） 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成25年度　～　平成28年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 ■ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

事業終了

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
予定していたため池の整備が完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
改修が必要なため池の整備が完了し、ため池の機能回復が図れた。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整理係 0857-20-3244　　 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ１７７（農０６７） 
 
【事業の概要】 
　三谷地区地域ため池総合整備事業 
　・実施主体　鳥取県　　　　　　　　　　 
　・事業年度　　平成２５年度～平成２８年度 
　・河原町三谷地区：追作堤、古池 
　・事業費　１８３，０００，０００円　　 
　・負担区分　国５５％　県２９％　市１４％（起債充当率９０％）地元２％　 
　・事業内容　ため池改修２箇所　・ハザードマップ作成２箇所　 
 
【事業の成果】 
　平成２８年度　４８，９５０千円（市・地元負担金額　７，８３２千円） 
 
【今後の課題・方向性】 
　万が一ため池が決壊した場合を想定し、ハザードマップ等の活用により有事に備える。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
整備済ため池数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

整備済ため池数

箇所
目標 1 0 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 764 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 952 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 7,616 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 7,616 0 0 0 0

0

地方債 5,900 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①ため池整備 
　1箇所 
②ハザードマップ作成

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①ため池整備 
　1箇所 
②ハザードマップ作成

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

≪平成28年度で事業完 
了≫

対象
（何を、誰を）

農業用ため池

意図
（どのような状態
にするために）

老朽化の進む農業用ため池の改修整備を行い、農業者の減少・高齢化等により支障を来している日常の維持管理 
の省力化を図るとともに、万が一の決壊を回避し、地域住民の安心・安全な生活環境確保と農地、農業用施設等 
の被害を未然に防ぐ。

手段
（どうするのか）

県営事業、団体営事業により、農業用ため池の漏水、堤体浸食、取水施設等の老朽箇所等の調査、設計、改修工 
事等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 因幡白兎地区地域ため池総合整備事業費 予算事業コード 01-05-01-05-04-26

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

地域ため池総合整備事業実施
要綱等

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015403 重点施策 該当なし

事務事業名 ため池総合整備事業（因幡白兎地区） 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成25年度　～　平成28年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 ■ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

事業終了

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画していたため池整備が完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
改修が必要なため池の整備が完了し、ため池の機能回復が図れた。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244  
【１０次総の施策体系】2104  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１７７（農０６８）  
　鳥取市小沢見、白兎及び御熊にある三反田池ほか2箇所のため池は長年、補修、補強等 
が行われ、適切な利用が行われてきたが、漏水、取水施設の不全等があり施設の老朽化は 
著しく、地元で対応できる範疇を超える状態となっているため、緊急にため池改修が必要 
とされる。  
【事業の概要】  
　因幡白兎地区地域ため池総合整備事業  
　・実施主体　鳥取県 
　・事業年度　平成25年度～平成28年度  
　・事業箇所　小沢見（堂出池）、白兎（三反田池）、御熊（岡ノ谷溜池）  
　・事業費　　193,000千円  
　・負担区分　国55％　県29％　市14％（起債充当率90％）　地元2％  
　・事業内容　ため池改修2箇所（三反田池、堂出池）  
　　　　　　　ハザードマップ作成3箇所（三反田池、堂出池、岡ノ谷溜池）  
　＜平成28年度＞  
　・事業費　　47,600千円  
　・事業内容　堂出池工事用道路、ハザードマップ作成  
【事業の成果】  
　平成26年度　5,684千円（市・地元負担分）  
　平成27年度　1,366千円（　　　〃　　　）  
　平成28年度　7,616千円（　　　〃　　　）  
【今後の課題・方向性】  
　万が一、ため池が決壊した場合、直下流の水田、主要地方道、JR山陰本線等が被災する 
ことが想定される。作成したハザードマップを活用し、日頃から有事に備える事が必要。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
整備済ため池数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

取り組み団体の協定数

対象農用地の保全面積

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 789 0 0 0 0

（指標の説明）
対象農用地面積

ｈａ
目標 789 0 0

0 0

実績 133 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

協定数

協定
目標 133 0 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 29,223 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 80,372 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 109,595 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 109,595 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①集落協定に対する指 
導・助言 
②協定内容の確認及び 
交付金の交付

①集落協定に対する指 
導・助言 
②協定内容の確認及び 
交付金の交付

①集落協定に対する指 
導・助言 
②協定内容の確認及び 
交付金の交付

①集落協定に対する指 
導・助言 
②協定内容の確認及び 
交付金の交付

①集落協定に対する指 
導・助言 
②協定内容の確認及び 
交付金の交付

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①集落協定に対する指 
導・助言 
②協定内容の確認及び 
交付金の交付

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

中山間地域等において集落協定に基づき5年以上継続して農業生産活動を行う集落協定に交付する交付金

意図
（どのような状態
にするために）

条件不利地の中山間地域で農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払いを実施することにより、農業生産活動 
を継続して耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保する。

手段
（どうするのか）

協定の締結、履行確認、交付金の交付などを行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 中山間地域等直接支払交付金 予算事業コード 01-05-01-06-04-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

中山間地域等直接支払交付金
実施要領等

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(義務)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015500 重点施策 該当なし

事務事業名 中山間地域等直接支払事業 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成27年度　～　平成31年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 ■ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

組織の再編、広域化を促し中山間地域の農業の保全を図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
対象農用地面積

100% 100%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】総務係 20-3241 
【１０次総の施策体系】2104 
【予算計上の経過】予算事業別概要目次：当初予算・ Ｐ１８４（農０８２） 
【事業の概要】  
　条件不利地の中山間地域で農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払を実施すること 
で、農業生産活動を継続して耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保する。 
　＜対象地域＞ 
　特定農山村法、山村振興法、過疎法に指定された地域及び県知事が特に必要と認める地 
　域のうち、急傾斜地（田１／２０以上、畑１５度以上）及び急傾斜に物理的に連担する 
　緩傾斜（田１／２０未満１／１００以上、畑１５度未満８度以上）で面的まとまりのあ 
　る農用地等。 
　＜対象者＞ 
　集落協定に基好き５年以上継続して農業生産活動を行う農業者。 
　＜事業実施期間＞ 
　平成２７年度より５年間 
【事業の成果】 ＜平成２８年度実績＞ 
　　１０６，４９４千円 
　　（三法地域：国５０％、県２５％、市２５％） 
　　（知事特認地域：国３３％、県３３％、市３４％） 
【今後の課題・方向性】 
　中山間地域で農業生産活動を行う農業者を支援することで、農業生産活動の継続と耕作 
　放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
協定数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1 1

実績 2 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

整備済農業用施設

箇所
目標 3 1 2

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 2,466 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 10,493 0 0 0

その他 2,808 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 15,767 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 15,767 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①用排水改修　2箇所 
②頭首工改修　1箇所 
③農道改修　1箇所

①ほ場整備　1箇所 ①ほ場整備　1箇所 
②用水路改修　1箇所

①用水路整備　1箇所 ①用水路改修　1箇所

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①用排水改修　2箇所 
②頭首工改修　1箇所 
③農道改修　1箇所

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

農業用施設（農道、かんがい施設、ほ場など）

意図
（どのような状態
にするために）

老朽化した農業用施設のきめ細かな整備、大型機械等への対応等をとおして農業の省力化、効率化、合理化を図 
る。またこれらにより生産性の向上、高収益作物の作付けを促し、もって農地集積率の向上、農業競争力を強化 
する。

手段
（どうするのか）

必要に応じて施設整備工事を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 農業基盤整備促進事業費 予算事業コード 01-05-01-05-56-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

農業基盤整備促進事業実施要
綱

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015600 重点施策 該当なし

事務事業名 農業基盤整備促進事業 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　平成32年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 ■ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

老朽化施設の改修を年次ごとに実施して行く必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
今年度予定していた、ほ場整備事業の一部を関連する他事業の進捗の遅
れにより次年度へ送ることとなったため。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
一部事業を除き事業を完了した。未完了の事業については、次年度に完了
する予定。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244  
  
【１０次総の施策体系】2104  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１８１（農０７６）  
  
【事業の概要】  
　地域の農業において重要な役割を果たしている農業用施設について、老朽化施設の更新 
、用排水施設の増設等の農業水利施設の整備、暗渠排水等の農地の整備をきめ細かく実施 
し、排水不良や、用水不足に対応するとともに経営規模の拡大や、戦略作物・地域振興作 
物の生産を促進し農業所得の向上にも資する。  
　〈6法地域〉　　負担区分　国55％　県15％　地元15％　市15％ 
　〈6法地域以外〉負担区分　国50％　県15％　地元20％　市15％  
  
【事業の成果】  
　平成26年度　26,046千円　用水改修4箇所　測量設計1箇所  
　平成27年度　27,604千円　用水改修4箇所　測量設計3箇所　ほ場改修2箇所  
　平成28年度　37,631千円　用排水改修2箇所　頭首工改修1箇所　農道改修1箇所  
  
【今後の課題・方向性】  
　市内全域の農業施設の老朽化は激しく、一部営農活動に支障が出ている箇所もある。今 
後も老朽化箇所の改修を年次ごとに実施してゆく必要がある。実施箇所を検討しながら農 
業基盤の整備により農業生産活動の安定化を図っていく。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
整備済農業用施設

67%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

管路整備

式
目標 1 1 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 650 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 5,850 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 5,850 0 0 0 0

0

地方債 5,200 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①管路工　1式 ①管路工　1式 ≪平成29年度で事業完 
了予定≫

≪平成29年度で事業完 
了予定≫

≪平成29年度で事業完 
了予定≫

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①管路工　1式 　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

福部町に存する畑地灌漑施設の石綿管水路

意図
（どのような状態
にするために）

石綿に起因する健康被害への影響を未然に防止する。

手段
（どうするのか）

県営事業にて石綿管の更新を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 福部地区特定農業用管水路等特別対策事業費 予算事業コード 01-05-01-05-04-24

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015701 重点施策 該当なし

事務事業名 特定農業用管水路等特別対策事業（福部地区） 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成24年度　～　平成29年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

事業速度を速め地域ブランドである「らっきょう」生産を支援する必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
今年度予定していた区間の管路整備が実施された。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
管路整備により、らっきょ畑の散水機能の回復が図られた。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244  
  
【１０次総の施策体系】2104 
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１７６(農０６６)  
  
【事業の概要】  
　福部地区特定農業用管水路等特別対策事業費  
　・事業主体　鳥取県  
　・事業年度　平成24年度～平成29年度 
　・事業費　　570,000千円  
　・負担区分　国50％　県34％　市9％（起債充当率90％）　地元2％  
　・事業内容　石綿管更新　Ｌ＝7,504ｍ  
　・受　　益　戸数：286戸　面積：88ha  
  
【事業の成果】  
　(市負担金額)  
　平成26年度　2,700千円　管路整備  
　平成27年度　9,000千円　管路整備  
　平成28年度　5,850千円　管路整備  
  
【今後の課題・方向性】  
　県計画に基づき平成29年度まで継続して管路整備を行う。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
管路整備

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1 1

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

施設改修箇所数

式
目標 1 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 476 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 4,376 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 4,376 0 0 0 0

0

地方債 3,900 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①管路工　1式 ①管路工　1式 ①管路工　1式 ①管路工　1式 ①管路工　1式

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①管路工　1式 　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

湖山地区に存在する畑地灌漑施設の石綿管水路

意図
（どのような状態
にするために）

石綿に起因する健康被害への影響を未然に防止する

手段
（どうするのか）

県営事業で石綿管の更新を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 湖山砂丘特定農業用管水路等特別対策事業費 予算事業コード 01-05-01-05-04-45

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015702 重点施策 該当なし

事務事業名 特定農業用管水路等特別対策事業（湖山砂丘） 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成27年度　～　平成34年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

引き続き、砂丘地農業の要である畑地かんがい施設の更新を進める。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
予定していた管路整備を行った。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
管路整備を行った区間の機能回復が図れた。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１７９(農０７２) 
 
【事業の概要】 
　湖山砂丘特定農業用管水路等特別対策事業費 
　・事業主体　鳥取県 
　・事業年度　平成27年度～平成34年度 
　・事業費　　1,450,000千円 
　・負担区分　国55％　県34％　市9％（起債充当率90％）　地元2％ 
　・事業内容　石綿管更新　Ｌ＝5,400ｍ 
　・受　　益　戸数：479戸　面積：97.3ha 
 
【事業の成果】 
　(市負担金額) 
　平成28年度　4,376千円　管路工 
 
【今後の課題・方向性】 
　県計画に基づき平成34年度まで継続して管路整備を行う。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
施設改修箇所数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1 1

実績 2 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

計画策定施設数

施設
目標 2 0 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 16,299 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 16,299 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 16,299 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①計画策定　2施設 ①計画策定　0施設 ①計画策定　1施設 ①計画策定　1施設 ①計画策定　1施設

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①計画策定　2施設 
・大出土地改良区（用 
水路） 
・西円通寺排水機場

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

老朽化した用水路などの農業施設

意図
（どのような状態
にするために）

計画的に補修や更新を行う。

手段
（どうするのか）

効率的な更新計画を策定する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 農業用施設保全合理化事業費 予算事業コード 01-05-01-05-60-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015800 重点施策 該当なし

事務事業名 農業農地施設保全合理化事業 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成27年度　～　平成32年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後、老朽化が進む施設の効率的な維持管理を行うため、新たな計画を立て、保全計画の策定を検討する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
予定していた施設の保全計画を策定できた。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
保全計画に基づき効率的な維持管理が可能となる。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要書目次：当初予算・Ｐ１８３（農０８０） 
 
【事業の概要】 
　老朽化した農業用施設について機能診断や補修計画の策定等を行い、施設維持管理の 
合理化を進めることで、施設の長寿命化や安全性の向上を図る。不慮の故障や破損を減 
らすことで安定した農業基盤の保持を行う。 
　・事業主体　鳥取市 
　・事業年度　平成27年度～平成32年度 
　・負担区分　国100％ 
　・事業費　　28,100千円 
　・事業内容　農業施設の機能保全計画策定　 
 
【事業の成果】 
　平成27年度　9,468千円　計画策定 
　・湖東大浜土地改良区(ポンプ施設及び建物) 
　・大口堰土地改良区(用水路) 
　平成28年度　16,300千円　機能保全計画策定 
　・大出土地改良区（用水路） 
　・西円通寺排水機場 
 
【今後の課題・方向性】 
 　策定のした保全計画に基づき農業施設の改築、修繕等の機能保全を行う。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
計画策定施設数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 3 0 0 0 0

（指標の説明）
むら・まち支え合い共生促進事業

協定
目標 3 3 1

1 1

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

共生の里推進加速化事業

協定
目標 1 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 590 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 1,180 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,770 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,770 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①共生の里推進加速化 
事業事業費　６００千 
円（１協定） 
②むら・まち支え合い 
共生促進事業 
事業費　１，１７０千 
円（３協定）

①共生の里推進加速化 
事業事業費　６００千 
円（１協定） 
②むら・まち支え合い 
共生促進事業 
事業費　１，３８０千 
円（３協定）

①共生の里推進加速化 
事業事業費　３００千 
円（１協定） 
②むら・まち支え合い 
共生促進事業 
事業費　１９５千円（ 
１協定）

①共生の里推進加速化 
事業事業費　３００千 
円（１協定） 

①共生の里推進加速化 
事業事業費　３００千 
円（１協定） 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①共生の里推進加速化 
事業事業費　６００千 
円（１協定） 
②むら・まち支え合い 
共生促進事業 
事業費　１，１７０千 
円（３協定）

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

交流活動を通じて農業・農村の保全意識を高め、新たな活動により生産基盤の保全や自立的な農業を行おうと意 
欲的に取り組む集落地域

意図
（どのような状態
にするために）

農山村ボランティアを始めとし地域貢献に前向きな企業や自治会等、外部サポーターとの協働による低コストか 
つ持続可能な農業・農村の活性化を目指し、新たな地域ブランド等を創出することで地域振興を図る。

手段
（どうするのか）

①企業との連携協定により農地・用水路・農道などの地域資源保全活動、営農支援を行うとともに、特に６次産 
業化や特産品開発に必要な経費について、締結協定に対し補助を行う。②都市部の町内会等の組織との協定を締 
結し、資源維持保全作業や農業体験等を実施する協定に対し補助を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 みんなで取り組む農山村保全活動支援事業費 予算事業コード 01-05-01-05-61-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市とっとり共生の里保全活
動推進事業補助金交付要綱等

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 015900 重点施策 該当なし

事務事業名 みんなで取り組む農山村保全活動支援事業 所属名 農林水産部　農村整備課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　平成28年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

企業や自治体等、外部サポーターへの参加を促し、農山村での農業・農村の活性化や新たな地域ブランド等の創出を引き続き図っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
むら・まち支え合い共生促進事業

100% 100%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】総務係 20-3241 
【１０次総の施策体系】2104 
【予算上計上の経過】予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１８４（農０８１） 
【事業の概要】 
　交流活動を通じて農業・農村の保全意識を高め、新たな活動により生産基盤の保全や自 
　立的な農業を行おうと意欲的に取り組む集落地域について、農山村ボランティアを始め 
　とし地域貢献に前向きな企業や自治会等、外部サポーターとの協働による低コストかつ 
　持続可能な農業・農村の活性化を目指し、新たな地域ブランド等を創出することで地域 
　振興を図る。 
【事業の成果】 
　○共生の里推進加速化事業 
　　企業との連携協定により農地・用水路・農道などの地域資源保全活動、営農支援を行 
　　うとともに、特に６次産業化や特産品開発に必要な経費について、締結協定に対し補 
　　助を行う。 
　＜平成２８年度＞ 
　　　事業費　６００千円　(１協定) 
　　　補助率　県２/３　市１/３　１協定上限６００千円 
　○むら・まち支え合い共生促進事業 
　　都市部の町内会等の組織との協定を締結し、資源維持保全作業や農業体験等を実施す 
　　る協定に対し補助を行う。 
　＜平成２８年度＞ 
　　　事業費　１，１７０千円　(３協定) 
　　　補助率　県２/３　市１/３　１協定上限３９０千円 
【今後の課題・方向性】 
　企業や自治会等、外部サポーターとの協働による低コストかつ持続可能な農業・農村の 
活性化を目指し、新たな地域ブランド等を創出することで地域振興を図る。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
共生の里推進加速化事業

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 72 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

解消した耕作放棄地の面積

ａ
目標 300 0 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 381 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 381 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 381 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①耕作放棄地の再生・ 
利用に対する支援

①耕作放棄地の再生・ 
利用に対する支援

①耕作放棄地の再生・ 
利用に対する支援

①耕作放棄地の再生・ 
利用に対する支援

①耕作放棄地の再生・ 
利用に対する支援

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①耕作放棄地の再生・ 
利用に対する支援 
 
≪実績≫ 
再生面積：72ａ 
・再生筆数５筆 
・取組主体数４件 
 

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

貸借等により耕作放棄地を解消しようとする農業者・団体

意図
（どのような状態
にするために）

農業生産の基盤である農地の確保及びその有効利用を図る。

手段
（どうするのか）

耕作放棄地を再生利用する取り組みやこれに附帯する施設等の整備に対して助成し、農地再生に係る引き受け手 
の初期投資の軽減を図る。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 耕作放棄地再生推進事業費 予算事業コード 01-05-01-01-03-10

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(義務)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016000 重点施策 該当なし

事務事業名 耕作放棄地再生推進事業 所属名 農業委員会事務局　農業委員会事務局

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成21年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

農業従事者の主力を担ってきた世代の高齢化や担い手不足等により、条件が悪い農地を中心に耕作放棄地が増加している状況にあることか
ら、農業生産の基盤である農地の確保と有効利用を図ることが重要である。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】農政係 0857-20-3393 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
なし 
 
【事業の概要】  
耕作放棄地を再生・利用する取り組みやこれに付帯する施設の整備等に対し、国の「耕作 
放棄地再生利用緊急対策事業」と一体的に補助金を交付し、農地の再生・利用するための 
初期投資の軽減を図る。 
　 
【事業の成果】  
平成26年度　取組主体数：9件（再生筆数：13筆、再生面積204ａ） 
平成27年度　取組主体数：8件（再生筆数：13筆、再生面積146ａ） 
平成28年度　取組主体数：4件（再生筆数： 5筆、再生面積 72ａ） 
 
【今後の課題・方向性】 
この事業は平成28年度で終了。 
平成29年度から新たに荒廃農地等利活用促進交付金として事業化される。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
解消した耕作放棄地の面積

24%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 54.7 0 0 0 0

（指標の説明）
広葉樹植林面積

ｈａ
目標 86 80 0

0 0

実績 271.02 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

間伐面積

ｈａ
目標 454 450 450

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 4,101 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 22,101 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 22,101 0 0 0 0

0

地方債 18,000 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①間伐 
②広葉樹植林

①間伐 
②広葉樹植林

①間伐 
②広葉樹植林

①間伐 
②広葉樹植林

①間伐 
②広葉樹植林

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①間伐　271.02ha 
②広葉樹植林　54.7 
ha

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

森林施業がおくれて林地の荒廃が進んでいる森林

意図
（どのような状態
にするために）

適正な森林造成計画を計画的かつ効果的に推進するために必要な補助金を交付し、本市林業の振興を図る。

手段
（どうするのか）

間伐、竹林整備、クヌギ造林などを支援し、森林整備を進める。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 造林事業費 予算事業コード 01-05-02-02-05-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市補助金等交付規則

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016100 重点施策 しごとづくり

事務事業名 造林事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

森林吸収源対策の取り組みを進めるため継続して支援する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
国県造林補助金の縮減による事業縮小等により、間伐等が進まなかったと
考える。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
広葉樹植林面積

64% 64%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次:当初予算・Ｐ１６１(農０３５) 
  
【事業の概要】  
　適正な森林造成計画を効果的に推進するために必要な補助金を交付し、本市林業の振興 
を図る。 
 
【事業の成果】 
　平成26年度　21,245千円　間伐・広葉樹植林　255.01ha 
　平成27年度　24,574千円　間伐・広葉樹植林　319.65ha 
　平成28年度　22,101千円　間伐・広葉樹植林　325.72ha 
 
【今後の課題・方向性】 
　今後も間伐、広葉樹植林などを支援し、森林整備を進める。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
間伐面積

60%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

間伐した木材の搬出量。基準値は平成２６年度実績。

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

55000 58000

実績 43929 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

【KPI】木材搬出量

ｍ３
目標 45000 48000 52000

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 25,174 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 25,174 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 25,174 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①間伐材搬出に係る経 
費を助成

①間伐材搬出に係る経 
費を助成

①間伐材搬出に係る経 
費を助成

①間伐材搬出に係る経 
費を助成

①間伐材搬出に係る経 
費を助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①間伐材搬出支援を実 
施 
 
≪実績≫ 
搬出量　43,929立米 
補助金　21,954,414円

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

森林所有者・森林組合等 

意図
（どのような状態
にするために）

間伐した木材の搬出を支援し間伐施業の促進とその利用拡大を図る。

手段
（どうするのか）

搬出した間伐材の材積に応じ助成する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 間伐搬出支援事業費 予算事業コード 01-05-02-02-05-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市補助金等交付規則

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016200 重点施策 しごとづくり

事務事業名 間伐搬出支援事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

適正な森林整備には間伐施業は不可欠であり、支援の継続は必要である。
間伐材は木質バイオマス燃料として需要が高まっており、更なる搬出量の増加を図る必要があるため、制度を見直した上で事業の継続を図
る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
国県造林補助金の縮減による事業縮小等により、間伐等が進まなかったと
考える。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次:当初予算・Ｐ１６１(農０３６) 
  
【事業の概要】  
　間伐施業の促進と間伐材の利用拡大を図るため、間伐材搬出支援を行う。 
　 
【事業の成果】  
　間伐材搬出支援 
　(実績) 
　平成26年度　38,066千円 
　平成27年度　27,561千円 
　平成28年度　21,954千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　国造林事業補助金制度が改正され、原則間伐材の搬出が必要となったため、搬出の支援 
を継続する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】木材搬出量

98%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

5.8 5.8

実績 4.71 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

抜き伐り

ｈａ
目標 7.35 5.8 5.8

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 1,057 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 16,923 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 17,980 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 17,980 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①放置竹林整備への助 
成 
 
・抜き取り

①放置竹林整備への助 
成 
 
・抜き取り

①放置竹林整備への助 
成 
 
・抜き取り

①放置竹林整備への助 
成 
 
・抜き取り

①放置竹林整備への助 
成 
 
・抜き取り

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①放置竹林整備への助 
成を実施 
 
≪実績≫ 
抜き取り面積　4.71ha 
補助金額　17,980千円

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

手つかずの荒廃竹林

意図
（どのような状態
にするために）

鳥取県森林環境保全税を財源に竹林の抜き伐り等を実施し、竹林を適正に管理する。

手段
（どうするのか）

アクセス道整備、抜き伐りなどの取り組みを支援する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 竹林整備事業費 予算事業コード 01-05-02-02-05-08

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市補助金等交付規則

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016300 重点施策 該当なし

事務事業名 竹林整備事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

竹林対策を継続するため、鳥取県へ森林環境保全税の確保と制度の継続を要求する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
県からの配分(県森林環境保全税)減に伴う執行減による。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次:当初予算・Ｐ１６２(農０３７) 
  
【事業の概要】  
　拡大する竹対策として、鳥取県環境保全税を財源に竹林の抜き取り等を実施し、竹林整 
備に取り組む。 
　 
【事業の成果】 
　放置竹林整備の支援を行った。 
 　(実績) 
　　平成26年度　15,231千円　4.00ha（抜き取り） 
　　平成27年度　23,437千円　5.31ha（抜き取り） 
　　平成28年度　17,980千円　4.71ha（抜き取り） 
 
【今後の課題・方向性】 
　　放置竹林対策として有効であるため、継続して実施。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
抜き伐り

64%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

63 63

実績 39.219 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

作業道整備

ｋｍ
目標 56 63 63

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 8,684 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 8,684 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,684 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①作業道の整備に係る 
経費助成

①作業道の整備に係る 
経費助成

①作業道の整備に係る 
経費助成

①作業道の整備に係る 
経費助成

①作業道の整備に係る 
経費助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①作業道の整備に係る 
経費助成の実施 
 
≪作業道の整備実績≫ 
路線数　　　71路線 
整備距離　　39,219m 
補助金額 8,683,635円

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

森林所有者及び森林組合 

意図
（どのような状態
にするために）

森林整備に必要な路網の整備を促進し、低コストで効率的な林業生産活動につなげる。 

手段
（どうするのか）

作業道を整備する事業者へ補助金を交付する。 

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 森づくり作業道整備事業費 予算事業コード 01-05-02-02-16-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市補助金等交付規則

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016400 重点施策 該当なし

事務事業名 森づくり作業道整備事業 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

森林整備に必要な路網の整備を促進するため、継続して支援を行う。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
国県造林補助金の縮減による事業縮小等により、整備が進まなかったと考
える。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次:当初予算Ｐ１６３(農０３９) 
  
【事業の概要】  
　健全な森林の維持管理、作業コスト低減等を図るため、作業道の整備を促進する。 
　　造林作業道整備の補助金(条件付きで普通林17％、保安林5％を上乗せ) 
　　　※国、県の補助金と合わせると、補助率85％ 
 
【事業の成果】  
　平成26年度　11,679千円　67路線　49,773m 
　平成27年度　10,351千円　74路線　46,717m 
　平成28年度　 8,684千円　71路線　39,219m 
 
【今後の課題・方向性】 
　国・県の補助事業とあわせて、継続して補助を実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
作業道整備

70%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

対象漁港の年間出漁日数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

50 50

実績 59 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

出漁日数

日
目標 50 50 50

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 9,831 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 297 0 0 0

その他 54 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 10,182 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 10,182 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①施設等の維持管理 　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

岩戸漁港の維持管理に関すること

意図
（どのような状態
にするために）

漁港及び関連施設の適正な維持管理を行い、安全安心な漁港利用に寄与する。

手段
（どうするのか）

第１種漁港の管理者として漁港施設の維持管理を実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 漁港施設維持管理事業費 予算事業コード 01-05-03-02-21-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 施設管理

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016501 重点施策 該当なし

事務事業名 漁港施設維持管理事業（福部町） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

第１種漁港管理者として、施設の適正な維持管理を行いつつ、コスト縮減を図る必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６６（農０４６） 
　　　　　　　　　　　１２月補正・Ｐ２３（農００４） 
 
【事業の概要】 
　第１種漁港管理者としての漁港及び関連施設の維持管理 
　 
【事業の成果】 
１．漁港及び関連施設の維持管理を行い、安全安心な漁港利用に寄与した。 
　・主な維持管理内容 
　　岩戸漁港浚渫　４００ｍ3、漁港公園遊具撤去　一式、 
　　岩戸健康物産センター屋根防水改修　一式等 
２．過去の推移　　　　事業費 
　平成２６年度　　４，９５６千円 
　平成２７年度　１１，８１５千円 
　平成２８年度　１０，１８３千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　漁港施設の機能を維持しつつ、コスト縮減を図る必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
出漁日数

118%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

対象漁港の年間出漁日数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

150 150

実績 175 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

出漁日数

日
目標 150 150 150

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 23,947 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 2,364 0 0 0

その他 1,614 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 27,925 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 27,925 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①施設等の維持管理 　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

酒津漁港・船磯漁港の維持管理に関すること

意図
（どのような状態
にするために）

漁港施設等の適正な維持管理を行い、安全安心な漁港利用に寄与する。

手段
（どうするのか）

第１種漁港の管理者として漁港施設等の適正な維持管理を実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 気高町漁港施設維持管理事業費 予算事業コード 01-05-03-02-21-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 施設管理

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016502 重点施策 該当なし

事務事業名 漁港施設維持管理事業（気高町） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

第１種漁港管理者として施設の適正な維持管理を行いつつ、コスト縮減を図る必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６７（農０４７）　 
　　　　　　　　　　　６月補正・Ｐ１９（農００５） 
 
【事業の概要】 
　第１種漁港管理者としての漁港及び関連施設の維持管理 
　 
【事業の成果】 
１．漁港及び関連施設の維持管理を行い、安全安心な漁港利用に寄与した。 
　　・主な維持管理内容 
　　　酒津漁港浚渫　１，４５０ｍ3、船磯漁港浚渫　８，０００ｍ3、 
　　　漁港施設修繕他　一式 
２．過去の推移　　　　事業費 
　平成２６年度　　１７，９９１千円 
　平成２７年度　　１９，１７８千円 
　平成２８年度　　２７，９２５千円 
　　　 
【今後の課題・方向性】  
　漁港施設の機能を維持しつつ、コスト縮減を図る必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
出漁日数

117%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

対象漁港の年間出漁日数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

130 130

実績 155 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

出漁日数

日
目標 130 130 130

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 17,539 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 785 0 0 0

その他 1,840 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 20,164 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 20,164 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理 ①施設等の維持管理

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①施設等の維持管理 　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

夏泊漁港・長和瀬漁港・青谷漁港の維持管理に関すること

意図
（どのような状態
にするために）

漁港施設等の適正な維持管理を行い、安全安心な漁港利用に寄与する。

手段
（どうするのか）

第１種漁港の管理者として漁港施設等の適正な維持管理を実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 青谷町漁港施設維持管理事業費 予算事業コード 01-05-03-02-21-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 施設管理

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016503 重点施策 該当なし

事務事業名 漁港施設維持管理事業（青谷町） 所属名 農林水産部　林務水産課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

第１種漁港管理者として、施設の適正な維持管理を行いつつ、コスト縮減を図る必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６７（農０４８） 
 
【事業の概要】 
　第１種漁港管理者としての漁港及び関連施設の維持管理 
　 
【事業の成果】 
１．漁港及び関連施設の維持管理を行い、安全安心な漁港利用に寄与した。　   
　　・主な維持管理内容 
　　　夏泊漁港浚渫　４９０ｍ3、長和瀬漁港浚渫　２，９７０ｍ3 
　　　漁港施設修繕他　一式 
２．過去の推移　　　　事業費 
　平成２６年度　　１３，７９０千円 
　平成２７年度　　　９，９９２千円 
　平成２８年度　　２０，１６５千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　漁港施設の機能を維持しつつ、コスト縮減を図る必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
出漁日数

119%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

90 90

実績 85.3 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

利用率

％
目標 90 90 90

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 2,753 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 998 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 3,751 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 3,751 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①市民農園の貸し出し 
②市民農園のＰＲ

①市民農園の貸し出し 
②市民農園のＰＲ

①市民農園の貸し出し 
②市民農園のＰＲ

①市民農園の貸し出し 
②市民農園のＰＲ

①市民農園の貸し出し 
②市民農園のＰＲ

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①市民農園の貸し出し 
　７地区３３６区画 
②・市報に掲載 
　（２月号） 
　・ＨＰ更新 
　（４月、７月、10月 
、2月）

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

遊休農地及び作物の栽培に取り組みたい市民

意図
（どのような状態
にするために）

遊休農地を農園として貸し出すことにより、農地の有効活用と市民の健全なレクリエーション機会の創出と健康 
増進を図る

手段
（どうするのか）

市内各地に市民農園を開設

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 市民農園設置事業費 予算事業コード 01-05-01-03-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016600 重点施策 該当なし

事務事業名 市民農園設置事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成 5年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

作付に適した区画の提供と、新規利用者を随時確保するため、ＨＰ等を活用しＰＲを行っていく

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
年間のスケジュール通りに手続等の事業が完了した

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
利用区画の排水不良のため、解約する方や、その区画が空いても同じ要因
で次の利用者が決まらないことが原因と考える

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１４８（農０１０） 
 
【事業の概要】 
　遊休農地の有効活用を図るとともに、農業を通じてレクリエーションの機会を市民に提 
供する。 
　鳥取地域７地区（里仁・布勢・滝山・叶・祢宜谷・湖山・吉岡）の農園を希望者に貸し 
出す。※里仁Ｂ・ＣはＨ27年度をもって廃止 
　　開設区画数：全３９７区画（６６㎡：９７区画、３３㎡：３００区画） 
 
【事業の成果】  
　平成28年度市民農園貸出数：７地区336区画 
 
【今後の課題・方向性】 
　民間等の開設促進を図っていく 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
利用率

95%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値は平成２６年度実績。

実績値は市から奨励金を支払う捕獲頭数と指定管理捕獲等事業（県事業）での捕獲頭数の合算

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

800 0

実績 924 0 0 0 0

（指標の説明）
【KPI】ニホンジカ捕獲頭数

頭
目標 700 800 800

420 0

実績 463 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

【KPI】狩猟者登録数

人
目標 407 420 420

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 33,490 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 29,675 0 0 0

その他 143 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 63,308 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 63,308 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯ 
ｼｭ、電気柵） 
 
②捕獲奨励金 
 
③捕獲檻

①侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯ 
ｼｭ、電気柵） 
 
②捕獲奨励金 
 
③捕獲檻

①侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯ 
ｼｭ、電気柵） 
 
②捕獲奨励金 
 
③捕獲檻

①侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯ 
ｼｭ、電気柵） 
 
②捕獲奨励金 
 
③捕獲檻

①侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯ 
ｼｭ、電気柵） 
 
②捕獲奨励金 
 
③捕獲檻

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯ 
ｼｭ、電気柵）L=65,512 
m 
②捕獲奨励金 
・イノシシ3,222頭 ・ 
アライグマ4頭・シカ5 
66頭 ・ヌートリア452 
頭・カラス397頭 
③捕獲檻 
97基 

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

有害鳥獣等による農作物被害等への対策支援。

意図
（どのような状態
にするために）

イノシシ等の被害対策を図ることにより、農林漁業者の生産活動や住民の安全な生活を確保できる。

手段
（どうするのか）

被害防止対策として、侵入防止柵の設置に対する支援、鳥獣個体数減少対策としての捕獲奨励金の交付など。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 野生鳥獣被害防止事業費 予算事業コード 01-05-02-01-07-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016700 重点施策 しごとづくり

事務事業名 野生鳥獣被害防止事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

対策の検討（侵入防止柵の効果的な設置方法の普及、管理方法の徹底、捕獲効率のアップ）を行い、被害防止を図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
地域からの要望のあった対策にはほぼ対応できた。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
捕獲頭数など、目標値を上回っている部分もあるが、被害が引き続き発生し
ている。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
【KPI】ニホンジカ捕獲頭数

132% 132%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】鳥獣対策係 0827-20-3233 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５７（農０２７） 
 
【事業の概要】  
　イノシシ等による被害防止対策を支援。農業等への被害防止を図り、本市農業振興を図 
る。 
　・捕獲奨励金交付 
　・侵入防止柵設置への補助（農業者等で組織する団体） 
　・狩猟免許取得への補助（第1種銃猟、わな免許新規取得） 
 
【事業の成果】  
　・捕獲実績　イノシシ3,222頭 ・アライグマ4頭・シカ566頭 ・ヌートリア452頭・カラ 
ス397頭 
　・侵入防止柵（ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ、電気柵）L=65,512m 
　・狩猟免許新規取得　5名 
　平成26年度　50,707千円 
　平成27年度　55,974千円 
　平成28年度　63,308千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　捕獲個体の利活用が進んでいない。また、野生動物の生息環境の悪化等も原因の一つで 
あり、改善策の構築も必要。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】狩猟者登録数

114%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 1 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

鳥取市内に在るライスセンターの改修

箇所
目標 1 1 1

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 9,600 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 9,600 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 9,600 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①ライスセンターの再 
整備１件

①ライスセンターの再 
整備１件

①ライスセンターの再 
整備１件

　 　

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①河原ライスセンター 
の再整備の実施

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

農業協同組合

意図
（どのような状態
にするために）

地域の特色ある米を集荷・出荷する施設であるライスセンターを改修し、高い品質と量を確保し、有利販売を行 
っていく。

手段
（どうするのか）

老朽化しているライスセンターの再整備を行う経費に対し支援を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 地域米販売拡大支援事業費 予算事業コード 01-05-01-03-49-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 建設、整備

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016800 重点施策 該当なし

事務事業名 地域米販売拡大支援事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成26年度　～　平成30年度

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

　稲作農家が減少していく中、ＪＡグループを主体とした直販率（直接取引）の向上が不可欠であり、ＪＡグループ・行政が一体となって
水田経営方針を検討し、耕作放棄地の解消や担い手育成など稲作農業の体質強化を推進していく。平成30年度をもって終了予定。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
平成28年産米の集荷に間に合う工事スケジュールで実施し、計画的に事業
を完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
河原ライスセンターの設備改修を実施した。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】当初予算・Ｐ１５３（農０１９） 
 
【事業の概要】 
　地域の特別栽培米等特色ある米や安心安全な米の集荷量の増量を図り、地域の『冠米』 
として産地表示販売を行うことで優良企業との高値取引や直販率のアップに繋げるため、 
ライスセンターの再整備を行う鳥取市那波農業協同組合に対し支援する。 
 
【事業の成果】 
　H28年度　河原ライスセンター改修　9,600,000円（市費：農業振興基金） 
　補助率1/3（上限10,000,000円） 
 
【今後の課題・方向性】 
　稲作農家が減少していく中、ＪＡグループを主体とした直販率（直接取引）の向上が不 
可欠であり、ＪＡグループ・行政が一体となって水田経営方針を検討し、耕作放棄地の解 
消や担い手育成など稲作農業の体質強化を推進していく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
鳥取市内に在るライスセンターの改修

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

園芸品目の作付増反面積

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

40 40

実績 46.5 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

増反面積

ａ
目標 40 40 40

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 4,118 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 4,118 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 4,118 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①共同機械等への投資 
支援 
②新技術・新品種導入 
支援 
③経営多角化支援

①共同機械等への投資 
支援 
②新技術・新品種導入 
支援 
③経営多角化支援

①共同機械等への投資 
支援 
②新技術・新品種導入 
支援 
③経営多角化支援

①共同機械等への投資 
支援 
②新技術・新品種導入 
支援 
③経営多角化支援

①共同機械等への投資 
支援 
②新技術・新品種導入 
支援 
③経営多角化支援

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①補助：１件 
②補助：５件 
③補助：１件

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

・農業協同組合、集落、生産者グループ、市が認める農業者（認定就農者は除く） 

意図
（どのような状態
にするために）

・地域の特色を生かした特産物の導入や特産品の開発を行い、兼業農家や定年帰農者など新たな担い手の育成を 
図り、地域の活性化と農地の保全を目指す。

手段
（どうするのか）

・生産体制づくり、販売を目的とした農産物や農産加工品の試作、商品開発、販路開拓、耕作放棄地の再生等に 
必要な費用の一部を支援。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 園芸産地活力増進事業費 予算事業コード 01-05-01-03-48-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 016900 重点施策 しごとづくり

事務事業名 園芸産地活力増進事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成27年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

県と連携を図りながら、計画的に事業を運用していく

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
各種作目の適期に機械導入等の支援が行えたため

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
増反面積が目標値を上回ったため

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体制】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１５２（農０１８） 
 
【事業の概要】 
　○発展・成長タイプ　主要園芸品目に係る共同機械や出荷調整機械等の導入支援（補助 
率1/3　補助上限20,000千円/対象者） 
　○中山間地域等特産物育成タイプ　野菜等の生産体制づくりや新技術や新品種の導入に 
必要な経費の支援（補助率1/2　補助上限2,000千円/対象者・最長2年間） 
　○経営多角化タイプ（多角化支援）　大規模稲作農家（概ね20ha以上）が新規園芸作物 
導入に要する経費等の支援（補助率2/3　補助上限3,000千円/対象者・最長2年間） 
 
【事業の成果】 
　○発展・成長タイプ　Ｈ28実績　生産組織1件（アスパラガス保冷庫導入）　 
　○中山間地域等特産物育成タイプ　Ｈ28実績5件（農業者4件、生産組合1件）（葉物野 
菜パイプハウス、アスパラガス用資材、たまねぎ収穫機、調整機）　 
　○経営多角化タイプ（多角化支援）　農業法人1件（たまねぎ移植機、播種機等） 
 
【今後の課題・方向性】 
　　今後も県と調整を図りながら継続して実施

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
増反面積

116%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

取組小学校数（米づくり体験学童農園）

取組回数（米料理教室）

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

25 25

実績 27 0 0 0 0

（指標の説明）
取組回数

回
目標 25 25 25

25 25

実績 25 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

取組小学校数

校
目標 25 25 25

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 936 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 369 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,305 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,305 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①学童農園実施委託 
②米料理教室実施

①学童農園実施委託 
②米料理教室実施

①学童農園実施委託 
②米料理教室実施

①学童農園実施委託 
②米料理教室実施

①学童農園実施委託 
②米料理教室実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①学童農園実施委託 
　実施団体数：25団体 
②米料理教室実施 
　実施回数：27回

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

小学生

意図
（どのような状態
にするために）

食と農に対する関心を深めさせるとともに、米の消費拡大につなげていく。

手段
（どうするのか）

米づくり体験や収穫物を使用した料理講習を実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 地域米消費拡大対策事業費 予算事業コード 01-05-01-03-05-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 017000 重点施策 しごとづくり

事務事業名 地域米消費拡大対策事業 所属名 農林水産部　農業振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成14年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

より多くの小学校に取組んでもらえるよう、関係機関と連携をとりながら啓発活動を進めていく必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画通り、小学校の要望に応じながら事業を完了することが出来たため

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
目標値通り実施出来たため

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
取組回数

108% 108%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１４９（農０１２） 
 
【事業の概要】 
　学校教育分野で、米の消費拡大及び食育の推進を図るため、小学校で実施される「米づ 
くり体験」、及び「米料理教室」に対して、助成を行う。 
　　（１）米づくり体験学童農園　　委託先：各小学校ＰＴＡ 
　　（２）米料理教室（米づくり体験学童農園実施校対象） 
　　　　　　委託先：鳥取市食育推進委員会 
 
【事業の成果】 
　（１）米づくり体験学童農園実施校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　Ｈ２６年度：２１校　Ｈ２７年度：２４校　Ｈ２８年度：２５校 
　（２）米料理教室実施回数 
　　Ｈ２６年度：２６回　Ｈ２７年度：２５回　Ｈ２８年度：２７回 
 
【今後の方針・方向性】継続して実施 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
取組小学校数

100%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

26年度認定実績

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 017100 重点施策 該当なし

事務事業名 地産地消推進の店認証事業 所属名 経済観光部　経済・雇用戦略課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ 　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(義務)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

地元産の農畜産物を積極的に活用する飲食店等

意図
（どのような状態
にするために）

地元農畜産物を活用していることを市民へアピールし、生産と消費の拡大を図る。

手段
（どうするのか）

地産地消の認定及び認定証の交付やＨＰへの掲載を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 地産地消推進の店認証事業費 予算事業コード 01-05-01-03-26-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①地産地消の認定及び 
認定証の交付やＨＰへ 
の掲載を行う。

①地産地消の認定及び 
認定証の交付やＨＰへ 
の掲載を行う。

①地産地消の認定及び 
認定証の交付やＨＰへ 
の掲載を行う。 
②「地産地消の店」認 
定店更新

①地産地消の認定及び 
認定証の交付やＨＰへ 
の掲載を行う。

①地産地消の認定及び 
認定証の交付やＨＰへ 
の掲載を行う。

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①「地産地消の店」認 
定83件

　 　 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 0 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

「鳥取市地産地消の店」認定件数

件
目標 90 90 90

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

90 90

実績 83 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249  
  
【９次総の施策体系】2104 
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１１２（経００６）  
  
【事業の概要】  
　地元の農林水産物を市内の飲食店が積極的に活用することにより地産地消を市民にアピ 
－ルするとともに、生産と消費の拡大を図るため、一定基準を満たした飲食店等を「鳥取 
市地産地消の店」として認定する。  
  
【事業の成果】   
　H26年度認定店数　90店  
　H27年度認定店数　86店  
　H28年度認定店数　83店 
　※平成28年度は予算執行なし 
  
【今後の課題・方向性】  
　地産地消に対する意識を維持・向上させるため、様々な媒体を利用しながら、引き続き 
 、地産地消の店をＰＲしていく。　 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
「鳥取市地産地消の店」認定件数

92%

2
　

3
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

「鳥取市地産地消の店」の認定件数増加、及び更なるＰＲを行っていく。



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

平成２７年度実績

平成２６年度実績

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 017200 重点施策 該当なし

事務事業名 食育アドバイザー派遣事業 所属名 経済観光部　経済・雇用戦略課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成15年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ 　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 その他

対象
（何を、誰を）

食育アドバイザー

意図
（どのような状態
にするために）

地元農産物や地域の食材を使った伝統料理等に対する理解を深めることにより、食と農林水産業の地産地消の促 
進を図る。

手段
（どうするのか）

小・中学校等での食育教育への派遣及び公民館主催の料理講習など各種団体が行う地産地消等に関する研修会な 
どに「食育アドバイザー」を派遣する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 食育アドバイザー派遣事業費 予算事業コード 01-05-01-03-26-04

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①「食育アドバイザー 
」の派遣

①「食育アドバイザー 
」の派遣

①「食育アドバイザー 
」の派遣

①「食育アドバイザー 
」の派遣

①「食育アドバイザー 
」の派遣

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①「食育アドバイザー 
」の派遣 
51件　878名参加

　 　 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 263 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 263 0 0 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 74 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

一般財源 189 0 0 0 0

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

派遣回数

回
目標 47 47 47

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

47 47

実績 51 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度

846 846

実績 878 0 0 0 0

（指標の説明）
研修会等への参加人数

人
目標 846 846 846

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249  
  
【９次総の施策体系】2104  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０８（経００３）  
  
【事業の概要】  
　小・中学生、保育園児・保護者や市街地の消費者が、農林水産物や地域の食材を使った 
伝統料理に対する理解を深めることにより地産地消を推進する。  
　優れた技術を持つ農林水産業者、農産物加工・地域の食材を使った料理の普及に取り組 
んでいる人たちを「食育アドバイザー」として選定し、小・中学校や地域公民館が開催す 
る料理教室など食育に関する研修会に講師として派遣し、食と農林水産業への理解を深め 
る。  
　食育アドバイザー謝礼：派遣１回当たり：講演10千円/人、農林水産物加工・料理講習  
５千円/人  
  
【事業の成果】   
　H26年度　登録人数21人　派遣回数57件　参加人数957人  
　H27年度　登録人数20人　派遣回数47件　参加人数846人  
　H28年度　登録人数17人　派遣回数51件　参加人数878人   
 
【今後の課題・方向性】  
　引き続き事業を継続し、地元食材を活用した伝統料理等への理解を深め、地産地消意識 
の醸成を図る。  

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
派遣回数

109%

2
研修会等への参加人数

104% 104%

3
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

より多くの団体の派遣制度利用を促し、地元食材を使った伝統料理等に対する理解を深め、地産地消の促進を図る。



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

100 100

実績 114 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

らっきょう栽培面積

㌶
目標 100 100 100

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 193 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 193 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 193 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①らっきょう生産振興 
大会開催経費助成

①らっきょう生産振興 
大会開催経費助成

①らっきょう生産振興 
大会開催経費助成

①らっきょう生産振興 
大会開催経費助成

①らっきょう生産振興 
大会開催経費助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①らっきょう生産振興 
大会開催経費助成

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

らっきょう生産者及び鳥取いなば農協等関係機関。

意図
（どのような状態
にするために）

　生産農家やらっきょう情勢が抱えている課題、問題点等の解決策について協議・研修する。併せて、生産者の 
技術向上及び経営意欲の高揚を促進し、地域特産物の生産振興と産地の維持発展を図る。

手段
（どうするのか）

らっきょう生産振興大会経費の一部を助成。 

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 らっきょう生産振興大会助成事業 予算事業コード 01-05-01-03-31-11

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 017301 重点施策 該当なし

事務事業名 農産物生産振興事業（らっきょう生産振興大会） 所属名 福部町総合支所　福部町総合支所産業建設課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

生産農家やらっきょう情勢が抱えている課題、問題点などの解決策について協議・研修する場として是非とも必要な事業である。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】福部町総合支所　産業建設課　（0857-75-2814） 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】当初　予算事業別概要目次　当初予算Ｐ273（支所007） 
  
【事業の概要】  
　補助金名：らっきょう生産振興大会助成事業補助金 
　目　　的：らっきょう生産振興大会を開催し、生産者を中心に関係機関などが現在抱え 
　　　　　　ている課題、問題点等の解決策について協議・研修することにより、継続的 
　　　　　　な産地の維持発展を図る。 
　内　　容：らっきょう生産振興大会経費の一部を助成。 
　補助対象者：らっきょう生産者及び鳥取いなば農協等関係機関。 
 
【事業の成果】  
　・福部砂丘らっきょうが、平成２８年３月農林水産省から地理的表示保護制度（ＧＩマ 
　ーク）に登録された。ＧＩマーク取得は、生産者の自信と生産基盤の強化につながった 
　。 
　平成２６年度　１，１９２千円 
　平成２７年度　　　２５３千円 
　平成２８年度　　　１９３千円 
 
【今後の課題・方向性】 
・鳥取市福部町の特産品である砂丘らっきょうの品質向上と栽培面積の維持発展を図る。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
らっきょう栽培面積

114%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

1000 1000

実績 1000 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

参加者、来場者数

人
目標 1000 1000 1000

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 558 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 725 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,283 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,283 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①「佐治ふるさと祭り 
」を開催する。

①「佐治ふるさと祭り 
」を開催する。

①「佐治ふるさと祭り 
」を開催する。

①「佐治ふるさと祭り 
」を開催する。

①「佐治ふるさと祭り 
」を開催する。

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①「佐治ふるさと祭り 
」を開催した。 
平成28年10月2日 
来場者：1,000人

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

地域住民を中心とした市民等

意図
（どのような状態
にするために）

地域の農業振興を図るとともに、地域の伝統文化の継承等を通じて誇りの持てる地域づくりを推進する。

手段
（どうするのか）

佐治地域の秋の収穫祭として、地元の農産物や加工品等の販売及び郷土芸能等の発表を行う「佐治ふるさと祭り 
」を開催する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 ふるさとの味祭り事業費補助金（佐治町地域振興課） 予算事業コード 01-05-01-02-03-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度

新規就農者数 3人 15人

新規林業従事者数 9人 6人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 2104 農林水産業の振興

事業分類区分 ソフト(任意)

木材搬出量 43,929ｍ3 58,000ｍ3 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 017302 重点施策 該当なし

事務事業名 農産物生産振興事業（ふるさとの味祭り） 所属名 佐治町総合支所　佐治町総合支所地域振興課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 20 新しいにぎわいのあるまち 事業期間 平成17年度　～　全期

政策 01 地域経済の再生と産業の底上げ



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

「佐治ふるさと祭り」は佐治地域の秋のイベントとして定着しているが、今後、更に市民ニーズに合わせて継続して改善していく必要があ
る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
　

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
　

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】佐治町総合支所 地域振興課 0858-88-0211 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【予算計上の経過】  
 予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２８０（支０２２）  
 
【事業の概要】  
　佐治地域の秋の収穫祭として、地元の農産物や加工品の販売、郷土芸能の発表等を中心 
とした「佐治ふるさと祭り」を毎年開催している。総合支所・中央公民館周辺を会場に、 
地域の団体で構成する実行委員会が主催。佐治地域内外の多くの人の参加があり、佐治地 
域の秋のイベントとして定着している。平成２７年度からは、公民館祭と統合し１０月上 
旬に開催している。 
 
「第３４回佐治ふるさと祭り」平成２８年１０月１日（土）・２日（日） 
　 
【事業の成果】  
平成26年度　　1,470千円 　入込客数　 600人 
平成27年度　　1,228千円 　入込客数　 800人 
平成28年度　　1,283千円 　入込客数 1,000人 
 
【今後の課題・方向性】 
　佐治地域の情報発信・活性化策として、より一層の内容充実を図っていく必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
参加者、来場者数

100%


